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凡例 

1. アラビア語のローマ字転写と片仮名表記 

・ローマ字転写は、『国際中東研究ジャーナル』（International Journal of Middle East Studies, IJMES）

が公開する転写方式（Transliteration System）を参考として、次の通りとする。 

 

 k ك ḍ ض d د ’ ء

 l ل ṭ ط dh ذ b ب

 m م ẓ ظ r ر t ت

 n ن ʻ ع z ز th ث

 h ه gh غ s س j ج

 w و f ف sh ش ḥ ح

 y ي q ق ṣ ص kh خ

 a ة      

 al- *1 ال      
（出所）IJMES Transliteration System 

*1 非分離形の前置詞に続く場合は、-l- と表記する 

 

長母音の ا または ى ā 短母音   ؘـ a 二重母音   ؘو ـ  aw 

ي ـؘ         u ـؙ        ū و                    ay 

  i ـؚ        ī ي          

 

 

・語頭のハムザ（ʼ）、語末のターマルブータ（-at の t）は転写しない。ただし、長母音 ā の後に

ターマルブータが続く場合のみ、例外的に t と表記する。 

   例：صلاة（ṣalāt） 

・名詞、形容詞の語末母音（-un, -in, -an/-u, -i, -a）は原則として省略する。ただし、名詞の副詞

的目的格（-an）や対格化した前置詞（-a）は、その他の動詞や前置詞と同じように語末母音

を表記する。 

・定冠詞 al-は、直後の語頭に太陽文字がある場合や、先行する語がある場合でも、統一して al-

と表記する。ただし、非分離前置詞のあとに続く場合のみ、例外的に l-と表記する。 

 例：لجنة التوجیھ الوطني（Lajna al-Tawjīh al-Waṭanī） 

 （al-Qiyāda al-Waṭanīya al-Muwaḥḥada li-l-Intifāḍa）القیادة الوطنیة الموحدة للانتفاضة   
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・片仮名表記は、『岩波イスラーム辞典』[大塚ほか 2002］を参考として、長母音はアー、イー、

ウー、短母音はア、イ、ウと表記する。 

・二重母音はアウ、アイと表記する。ただし、パレスチナの地名に限っては、慣用的な発音を考

慮し、bayt は「ベイト」、zayt は「ゼイト」、dayr は「デイル」と表記する。 

・子音は原音に近い仮名をあてる。 

・人名中に属格による先行語の限定（イダーファ）が含まれる場合、分かち書きはせず一語とし

て表記する。 

   例：アブドゥッラー（ʻAbd Allāh） 

・固有名詞や人名などの片仮名表記では、原則として定冠詞「アル」を省略する。ただし、先行

する研究文献や概説書で慣例的に定冠詞をつけた形で表記される、アル＝アクサー・インティ

ファーダ、アル＝アクサー・モスク、アル＝クドゥス大学、アル＝ハック（組織名）、アル＝

ビーレを例外とした。 

   例：『シャアブ』（al-Shaʻb） 

・先行する研究文献や概説書で慣例的に定着している固有名詞は、上記の例外とした。例えば人

名では、アキル → アケル、アブドゥンナースィル → ナセル、クライウ → クレイ、ジュー

ルジュ → ジョルジュ、ダフラーン → ダハラーン、ハイカル → ヘイカル、バルグースィー 

→ バルグーティー、ハワーティマ → ハワートメ、フライジュ → フライジ、ヤフヤー → ヤ

ヒヤー、ユーヌス → ユーニス、地名では、アリーハー → エリコ、アル＝ビーラ → アル＝

ビーレ、ジャニーン → ジェニーン、ガッザ → ガザ、バイト・ラハム → ベツレヘム、ハリ

ール → ヘブロン、ラムラ → ラムレ、術語では、アアヤーン → アーヤーンとした。 

 

2. 記号 

「」：文末に出典が表記される場合は引用、その他は筆者による強調 

  「」内に「」を表記する場合は、『』で示す 

『』：書籍、または資料の名称 

〔〕：引用文のなかでの引用者による挿入 

［ ］：参照文献の表記 

〔中略〕、または〔後略〕：引用文のなかで、一部を引用者が省略したことを示す 

（）：筆者による補足、または原綴の表記 

  （）内に（）を表記する場合は、［ ］で示す 

【】：地図、表の番号を示す 
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3. 略記一覧 

・本文で初出の箇所に日本語訳とアラビア語または英語の原綴、略記を示し、その後は引用箇所

を除きすべて略記で表記する。 

   例：「パレスチナ解放機構」（Munaẓẓama al-Taḥrīr al-Filasṭīnīya, Palestine Liberation 

Organization, 略称：PLO） 

DFLP ･･･ Democratic Front for the Liberation of Palestine（パレスチナ解放民主戦線） 

NGC ･･･ National Guidance Committee（民族指導委員会） 

PA ･･･ Palestinian National Authority（パレスチナ暫定自治政府） 

PFLP ･･･ Popular Front for the Liberation of Palestine（パレスチナ解放人民戦線） 

PLO ･･･ Palestine Liberation Organization（パレスチナ解放機構） 

PNC ･･･ Palestine National Council（パレスチナ民族評議会） 

PNF ･･･ Palestine National Front（パレスチナ民族戦線） 

 WAFA ･･･ Wikāla al-Anbā’ wa al-Ma‘lūmāt al-Filasṭīnīya（パレスチナ情報報道局） 

 

・資料名については、［ ］内での使用の際には、初出の場合であっても略記のみ記載する。 

 IISH ･･･ International Institute of Social History（国際社会史研究所）収蔵資料 

JPS ･･･ Journal of Palestine Studies（『パレスチナ研究ジャーナル』） 

NAB ･･･ ナーブルス市立図書館収蔵資料 

PAD ･･･ 『パレスチナ・アラブ文書集』記載資料 

 WA ･･･ 『アラブ統一日誌・文書集』記載資料 

 

・参考文献中で用いる略記は、次の通りとする。 

  ed. または eds. ･･･ 編者を示す 

  et al. ･･･ 著者、または編者が 4 人以上の場合、冒頭の 1 人を除いて省略したことを示す 

  n.d. ･･･ no date（発行年が不明であることを示す） 

  N.p. ･･･ no place（発行地が不明であることを示す） 

  n.p. ･･･ no publisher（出版社が不明であることを示す） 

 

4. 原綴の表記 

・原則として本文の初出箇所に示す。人物は、生没年も可能な限りで初出箇所に示した。なお、

議論で中心的に扱わない組織や人物、概念については、脚注に原綴を表記したものがある。 
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パレスチナ問題略史 

西暦 出来事  

1920 イギリスによる委任統治開始 ‣オスマン帝国領の東アラブ世界がイギリスとフランス

によって分割統治下に置かれる 

1947 国際連合パレスチナ分割決議 ‣委任統治領パレスチナをユダヤ人国家とアラブ人国家

に分割する決定がなされる 

1948 イスラエル独立宣言 

第一次中東戦争（～1949年） 

‣イスラエルが国連の分割決議よりも多くの土地を取り

込んで建国、西岸地区（ヨルダンが併合）とガザ地区

（エジプトが統治）が形成される 

1956 第二次中東戦争（～1957年） ‣ガザ地区が短期間イスラエルの占領下に置かれる 

1964 PLO設立  

1967 第三次中東戦争   西岸・ガザ地区      PLO 

1970 黒い九月（ヨルダン内戦）  

   

1973 第四次中東戦争  

1974 PLO議長アラファートが国連総会で演説 

 

 

1976 西岸地区で地方議会選挙（第二回目）  

   

1978 キャンプ・デーヴィッド合意  

   

1982 レバノン侵攻・鉄拳政策の開始  

1985 アンマーン合意 

 

 

1987 インティファーダ開始 

 

 

1988 パレスチナ国家独立宣言  

1990 イラクによるクウェート侵攻  

1991 マドリード和平会議   

1993 オスロ合意  

1994 パレスチナ暫定自治政府（PA）発足 本稿が主題とする時代（二重線内） 

2000 アル＝アクサー・インティファーダ開始  

2008 ガザ地区空爆（～2009年）  

2011 北アフリカ・中東地域政変（アラブの春） 

パレスチナ国連加盟申請 

 

2012 PA が国連総会での「オブザーバー国家」

資格を認められる 

 

2014 ガザ地区空爆  

（出所）筆者作成 

PNF の設立 

政治外交を活発化 

交渉団の結成 

秘密交渉を実施 

蜂起の維持 

PLO が西岸・ガザ地区 
に対する関心を強める 

PLO への支持が 
西岸・ガザ地区で高まる 

   

政治外交の開始 

NGC の設立 

承認 

西岸・ガザ地区への具体的な働きか

けを行う 

ヨルダンとの関係改善 
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序章 
 

 

君らに僕は呼びかけよう 

君らの手を握りしめよう 

君らの靴底の下にある大地に口づけし 

僕は言う：僕は君らに身を捧げよう 

―タウフィーク・ザイヤード 1 

 

問題の所在と背景 

1987 年 12 月 9 日、パレスチナのアラビア語紙に、ごく小さな記事が掲載された。イスラ

エル軍の車が、パレスチナ人労働者を乗せた車と事故を起こし、4 人のパレスチナ人が死亡

したという内容である。この事故への抗議をきっかけに、1993 年中頃まで続くパレスチナ

人の大規模な蜂起が起きた。イスラエルの軍事占領下で暮らすパレスチナ市民が始めた蜂

起は、アラビア語で「蜂起」を意味する「インティファーダ」（al-Intifāḍa）という名前で、

世界的に知られるようになる 2。重武装のイスラエル軍兵士に路傍の石を投げつけるパレス

チナ人青年の姿が国際メディアで注目され、投石がこの蜂起のシンボルとなった 3。 

インティファーダは、パレスチナという地域 4をめぐる諸勢力の政治対立、すなわち「パ

                                                        
1 『ザイヤード詩集』（Dīwān Tawfīq Zayyād）より、「君らに呼びかけよう」（Unādīkum）［Zayyād 2000］。

ザイヤードについては、本稿第二章を参照して欲しい。 
2 本稿で単に「インティファーダ」と述べた場合、これは 1987 年 12 月から始まり、1993 年 9 月に終了し

たパレスチナ市民による大衆蜂起を指す。そのほかに「インティファーダ」と一般的に呼ばれる運動と

して、2000 年から始まったアル＝アクサー・インティファーダ（通称、第二次インティファーダ）があ

るが、こちらは必ず区別して表記した。「インティファーダ」という言葉が、本来の意味である「蜂起」

という意味で使用されることは、英語や日本語など非アラビア語の文献ではほとんど稀である（数少な

い例外として、アルジェリア独立紛争を扱った Hussey［2014］がある程度だと言えるだろう）。 
3 インティファーダは、国際メディアの報道によって注目を集めた。インティファーダとメディア報道の

関係を分析した良著として Cohen and Wolfsfeld［1993］がある。また、Lederman［1992］は、当時イン

ティファーダを報道したアメリカのメディアが、パレスチナ人に同情的な報道を行ったことを批判的に

述べた書籍である。こうした書籍が著されるほどに、インティファーダが国際メディアの報道によって

得たものは大きかったと考えるのが妥当だろう。ただし、本稿ではインティファーダの展開における PLO
の政治外交の役割に着目するため、メディア報道については事実関係を記述するに留めた。 

4 パレスチナ（Filasṭīn, Palestine）と称される地理的領域は、イギリスによる「委任統治領パレスチナ」の

設立によって、はじめて明確な境界が画定された。有名なバルフォア宣言には、「パレスチナにユダヤ人

のための民族的郷土（national home）を建設すること」と記載されている。その領域は、現在のイスラ

エル（併合下のゴラン高原を除く）に、東エルサレムを含めたヨルダン川西岸地区、ガザ地区を併せた

ものにほぼ等しい。 
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レスチナ問題」（al-Qaḍīya al-Filasṭīnīya）5の展開において、特筆すべき出来事だった。特に、

武器を持たない一般市民がイスラエルの軍事占領に一丸となって立ち向かったこと、その

結果としてイスラエル政府とパレスチナ人との直接的な政治交渉が行われたことの二点に

注目すべきだろう。この二つは、インティファーダ発生までの半世紀近いパレスチナ問題

の歴史のなかで、初めての出来事である。 

アラビア語でパレスチナ問題は、「パレスチナの 大義
カディーヤ

」と別に訳すことができる通り、

パレスチナという地域で起きた不正に異議を唱える意味を持つ。最初の不正は、1948 年に

起きたパレスチナ人の故郷喪失（ナクバ, al-Nakba）だろう。すなわち、パレスチナの土地

に建国を宣言したイスラエルは、第一次中東戦争 6で攻め込んだ周辺のアラブ諸国を打ち負

かし、アラブ系住民（パレスチナ人）が家屋や財産を残して去った土地を自らの領土とし

た。このパレスチナ人の故郷喪失と難民化が、パレスチナ問題の原点である 7。周辺のアラ

ブ諸国は、奪われたパレスチナの土地の解放を訴え、1948 年から 1973 年まで四度の「中東

戦争」で、イスラエルに戦いを挑んだ。また、周辺国に離散したパレスチナ人のなかから、

故郷の解放のために武器を取り、イスラエルに対する武装闘争を展開するグループが立ち

上げられた。こうしたグループが後に参加していった「パレスチナ解放機構」（Munaẓẓama 

al-Taḥrīr al-Filasṭīnīya, Palestine Liberation Organization, 略称：PLO）は、「パレスチナ人民の

唯一にして正当な代表」（al-mumaththil al-sharʻī al-waḥīd li-l-shaʻb al-filasṭīnī）として、パレス

                                                        
5 パレスチナ問題には国家間戦争としての性格と、国家対非国家による地域紛争の性格が同時に含まれる。

国家間戦争に関しては「アラブ・イスラエル紛争」、地域紛争に関しては「パレスチナ／イスラエル紛争」

と言う呼称が別に存在する。この「スラッシュ, ／」に関して、パレスチナ問題研究で著名な臼杵陽

（1956– ）は、「この曖昧な記号には、『地域』として新たな接合の可能性を開いてくれることへの意図が

隠されている」と述べ、二項対立的な敵対関係のみに依拠したパレスチナ問題の認識に疑問を提起して

いる［臼杵 2004: 14］。この地域を総体的に捉える試みとして、日本では人文地理学の立場からこの地域

を研究し、「地域としてのパレスチナ」を提起した大岩川和正（1933–1981）による研究を挙げることが

できる（その評価に関しては長沢［1991］、臼杵［1995］を参照）。また、海外の研究者としてこのよう

な「スラッシュ, ／」を使用する人物として、イラン・パペ（Ilan Pappe, 1954– ）を挙げることができる。

本稿では、「イスラエル」や「ヨルダン川西岸地区」、「ガザ地区」といった領域を含めて、地域の総称を

「パレスチナ」とした。また、パレスチナをめぐる政治対立については、アラビア語での呼称である「パ

レスチナ問題」に統一した。 
6 第一次中東戦争は、1948 年 5 月から翌年 3 月まで戦われた戦闘であり、建国宣言直後のイスラエルと、

アラブ諸国連合軍（エジプト、シリア、ヨルダン、レバノン、イラク）が戦火を交えた。アラブ諸国軍

で最大の勢力であったエジプト軍が効果的な戦闘を行わず、また最高司令官となっていたヨルダン国王

アブドゥッラーがエルサレムの確保の他に関心を示さなかったことから、アラブ諸国側の敗北となった。

詳細は Pappé［1992］を参照して欲しい。 
7 パレスチナ人（Filasṭīnī, Filasṭīnīyūn）は、第一次中東戦争の前後までパレスチナと呼ばれた地域に居住し

ていたアラビア語を母語とする人々と、その子孫や親族と自覚する人々である。戦争によって難民化し

た者、アメリカに移住した者、依然としてイスラエル国内や占領地などに居住を続けた者がこのなかに

は含まれる。したがって、現在でも国籍上は「イスラエル人」や「アメリカ人」、「ヨルダン人」などに

分類されながら、自らを「パレスチナ人」と自覚する数多くの人々がいる。 
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チナ人による故郷解放運動を率いた。 

この構図は、1967 年の第三次中東戦争によってヨルダン川西岸地区（al-Ḍiffa al-Gharbīya, 

以下、西岸地区）とガザ地区（Qiṭā‘ al-Ghazza）がイスラエルに新たに占領された後もしば

らくは変わらなかった。当時の PLO を含むアラブ側がパレスチナ解放のために用いる手段

は、武装闘争であった。しかし、インティファーダが、それまでの紛争のあり方を大きく

変えることになる。蜂起を展開したのは市民であり、彼らはほとんど武器を用いなかった

（より正確に言えば、彼らは武器を所持する環境にすらなかった）。また、イスラエル政府

とパレスチナ人の間で、直接的な政治交渉が公の場で行われたことも、紛争のあり方を大

きく変えた。2017 年現在も続けられるパレスチナ暫定自治は、インティファーダを経た 1993

年に署名されたオスロ合意（Oslo Accord, Declaration of Principles on Interim Self-Government 

Arrangements）が実現したものである。占領下に 20 年置かれたパレスチナ市民は、なぜイ

ンティファーダを 1987 年という年に開始することができたのだろうか。この問いに取り組

む最も平易な方法は、先ほど挙げたインティファーダの二つの特徴がなぜ成立したのかを

分析することである。すなわち、蜂起への市民の参加と、政治交渉の実現がいかなる歴史

的背景のもとで生じたのかを検討することが、インティファーダの発生と展開を説明する

ことに繫がるのである。 

 

表 0-1 インティファーダの各年における展開 

 西岸・ガザ地区での出来事 その他の出来事 

1987 年（12 月–） ・インティファーダ発生（12 月） 
・ハマース設立（12 月） 

 

1988 年 ・統一指導部によるリーフレット発行が

始まる（1 月） 
・ベイト・サーフールで納税拒否（7 月） 

・PLO 幹部アブー・ジハードがチュニジ

アで暗殺される（4 月） 
・PLO がパレスチナ独立宣言を発表する

（11 月） 
・国連でアラファートが演説 

1989 年 ・インティファーダでの死者が 500 人を

超える 
・PLO 国民憲章の改訂にアラファートが

言及（5 月） 
・エジプトやイスラエルによる事態打開

の提案が続く（3 月～9 月） 
1990 年 ・ファタハとハマースのあいだで合意文

書が結ばれる（9 月） 
・湾岸危機が始まる（8 月） 

1991 年 ・ファタハとハマースの衝突危機が回避

される（9 月） 
・マドリード和平会議開催（10 月） 

1992 年 ・ハマースのメンバーなどイスラーム主

義者 400 人以上の一斉追放 
・マドリード和平プロセスの展開 

1993 年（–9 月）  ・オスロ合意（9 月） 
（出所）筆者作成 
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具体的な議論に入る前に、パレスチナ問題を扱った研究のなかで、インティファーダが

どのように評価されてきたのかを改めて整理しておこう。特にパレスチナ問題全体のなか

にインティファーダを位置づける際、多くの研究者はインティファーダを積極的な側面か

ら論じる傾向にある。蜂起が始まった初期の頃の報道や研究 8では、規模のあまりの大きさ

に驚嘆が示された。特に注目されたのが、蜂起のなかで住民に統一行動を呼びかけた「イ

ンティファーダ統一民族指導部」（al-Qiyāda al-Waṭanīya al-Muwaḥḥada li-l-Intifāḍa, 以下、統

一指導部）の存在である。統一指導部は、月に数回リーフレット（政治声明）を占領下の

各地域に配付し、ストライキやデモの日程を、占領地全域で統一することに成功した。自

らの関与を公言するサリー・ヌサイバ（Sarī Nusayba, 1949– ）を除けば、統一指導部は実際

に参加した人物についてすら未だに多くのことが明らかになっていない、謎めいた組織で

あった（こうしたミステリアスな側面も手伝い、パレスチナ人も所属党派を超えてインテ

ィファーダを高く評価する傾向が強い）。さらに、より暴力的な蜂起（アル＝アクサー・イ

ンティファーダ 9と呼ばれる）が 2000 年 9 月に起きてからは、これと比較してインティフ

ァーダを「非武装・非暴力」の運動として再評価する動きも見られる 10。しかし、オスロ合

意から始まる和平交渉が破綻寸前とまで言われる現在において、インティファーダを依然

として高く評価し続けることは妥当なのだろうか。このような疑問を呈するのは、次のよ

うな厳しい現実があるからである。2000 年 9 月の交渉決裂とそれに続く暴力によって、オ

スロ合意から始まった和平の枠組みは、その根底を問い直されている。合意によって占領

から解放されるはずだった西岸地区では、イスラエル入植地の建設が続き、東エルサレム

ではイスラエルによる一方的な併合状態が続いている。一方のガザ地区では、2007 年半ば

頃からイスラエルによる経済封鎖が敷かれ、2008 年、2012 年、2014 年と、大規模な軍事攻

撃が行われた。これに対し本稿で扱っていく 1967 年から 1993 年までの時代には、こうし

                                                        
8  McDowall［1989］や Peretz［1990］、Schiff and Ya’ari［1990］を典型として、日本語によるものでは小

田原・村山［1989］や高木［1989］、森戸［1990］を挙げることができる。また、翻訳書ではあるがエ

マソン［1991］やゴイティソーロ［1997］の前半部分もこれに含まれる。 
9 アル＝アクサー・インティファーダ（Intifāḍa al-Aqṣā）は、2000 年 9 月末から東エルサレムを中心に、西

岸・ガザ地区で発生した衝突である。これを「第二次インティファーダ」と呼ぶことで、本稿が主題と

するインティファーダを「第一次インティファーダ」と呼ぶ場合もある。アル＝アクサー・インティフ

ァーダは、パレスチナ人武装組織がイスラエル国内で爆発物を用いた軍事作戦（日本のメディアでは「自

爆テロ」と総称された）を行い、イスラエルは戦車や戦闘用ヘリコプターによる軍事侵攻を西岸・ガザ

地区に対して行った。そんためこの事件では、全体で 4000 人を超える犠牲者が出ている。本稿では、

「第一次インティファーダ」や「第二次インティファーダ」とは表記せず、あくまで「インティファーダ」

という言葉を、1987 年から 1993 年までの蜂起に限定して用いる。 
10 King［2007］や、Pearlman［2011］を典型とする。また、非暴力運動の有効性を、インティファーダを

事例として加えながら論じた Chenoweth and Stephan［2011］もこの類型に含めて良いだろう。 
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た大規模な軍事行動が行われたことはない。 

こうした批判的な評価も可能である点を踏まえながらも、本稿では現在の状況に対し他

の視点に依って、より積極的にインティファーダを位置づけることを試みたい。つまり、

2011 年の「アラブ革命」11によって中東地域における大衆運動や蜂起への注目が高まるなか

で、インティファーダをその先駆けとして評価することができるという点である。大衆運

動が地域秩序を変える（少なくとも動揺させる）という点では、2011 年にチュニジアやエ

ジプトを始めとする中東各地で見られた「アラブ革命」と通底する性格を、インティファ

ーダは持っているのではないか。この点で、インティファーダの検討は、現在の中東にお

ける市民を主軸とした政治展開を理解する糸口となるだろう。 

こうした今日的関心を含めて、本稿ではインティファーダの発生に至る過程、そして蜂

起の展開、帰結を分析し、インティファーダを改めてパレスチナ問題全体、さらには中東

の近現代史全体のなかに位置づけていきたい。 

 

先行研究と課題 

 インティファーダを対象とした研究は、およそ三つのグループに分けることができる。

すなわち、インティファーダの発生にパレスチナ社会の変容を読み取るもの 12、イスラエル

による占領政策を主な要因として提示するもの 13、パレスチナ社会内部で（結果的に見れば）

蜂起を準備した要因を明らかにしようと取り組むもの 14である。本稿における分析は、この

うち最後のグループに最も近い。したがって、このグループを代表する二つの研究を取り

上げ、残された疑問や課題を提示したい。 

ヨースト・ヒルターマン（Joost Hiltermann, 1956– ）による研究は、インティファーダに

人々が参加した背景として、占領下で発展した労働運動や女性団体の活動の歴史を分析し

た［Hiltermann 1991］15。政治的な党派のもとで組織化された人々が、インティファーダの

                                                        
11 2011 年初頭から始まったチュニジア、エジプト、イエメンでの政変と、それに続くリビア、シリアなど

での内戦状態によって、中東地域の地域秩序は大きく動揺した。本稿で示す中東諸国による動きは、こ

の「アラブ革命」の前段階にあたる地域秩序の形成過程をたどることになる。 
12 典型としては Lockman and Beinin［1989］や Nassar and Heacock［1990］といった編著に含まれる複数の

論考、さらに日本語では古居［1996］や翻訳書のマンスール［1993］を挙げることができる。 
13 基本的にインティファーダに関する多くの論考や研究がイスラエルの占領政策による影響を指摘する

が、特にその点を強調したものとしては、Aronson［1990］や Beitler［2004］を挙げれば十分だろう。 
14 Hiltermann［1991］と Alimi［2007］を典型とする。本稿の分析は、この類型に当てはめることができる。 
15 ヒルターマン自身は指摘していないが、中世ヨーロッパの都市で起きた暴動のなかにも、行政区画や手

工業者の組合が運動の組織となった例が指摘されている［モラ, ヴォルフ 1996: 333–334］。ただし、後

の脚注で述べるとおり、本稿ではこうした「都市暴動」とインティファーダを同じ運動とは捉えない立
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大衆行動を支えていたと指摘するこの研究は、現在でも参照に値する。彼の言葉を借りれ

ば、ライバル関係にあった党派のあいだで起こった「組織設立戦争」（war of the institutions）

が、人々の組織化と政治的な目覚めをインティファーダより以前に実現していた

［Hiltermann 1991: 49, 65］。このヒルターマンの研究によって、インティファーダをパレスチ

ナ人住民の単なる「不満の噴出」として捉える単純な見方は否定された。もちろん、若者

に限らず女性や子どもまでも路上に繰り出し、銃器で武装したイスラエル兵に投石する姿

に、占領下で生きた人々の強い怒りを見ることができる。しかし、その一方でヒルターマ

ンが指摘したのは、そうした人々の行動の背景には、組織化され、政治的な目的をもって

作り上げられた人々のネットワークが存在していたという事実である 16。それは、社会学で

言う「抗議の政治」（Contentious Politics）であり、社会運動論の言葉を借りるならば、彼の

研究はインティファーダという抗議活動の「資源」（resource）を示したことになる。 

 このヒルターマンの研究とは別に、「なぜあの時期にインティファーダは発生したのか」

という問題に取り組んだのが、エイタン・アリミ（Eitan Alimi, 1969– ）による研究である

［Alimi 2007］。アリミは、ヒルターマンを含めた先行研究で指摘されてきた「抵抗の意志」

（willingness）と「実際の準備」（readiness）の他に、「行動の契機」（opportunity/ies）がイン

ティファーダの分析には不可欠だと提唱した。彼は明確に社会運動論の分析枠組みに依拠

して分析を展開し、イスラエルの国内世論との関係性が、インティファーダ発生の謎を解

く鍵であると指摘している。アリミが採用したのは、社会運動論のなかでも「政治的機会」

（political opportunities）と呼ばれる分析枠組みである。これは、行動主体にとって何らかの

「機会」（好機）が訪れることによって、抗議活動が開始されるとする見方であり、ヒルタ

ーマンの研究を分類することができる「資源動員論」（resource mobilization）と並んで、社

会運動や抗議活動を合理的判断に基づいた政治行動として分析する点に特徴がある。アリ

ミの分析は、平和運動の盛り上がりでイスラエルの国内世論が分裂する時代を政治的機会

としてインティファーダが始まったと論じた。 

 以上の二つの研究に批判を述べるとするならば、インティファーダに注目するあまり、

それ以前の 20 年間に占領下で展開された政治活動を十分に分析せず、またパレスチナ人全

                                                                                                                                                                   
場をとる。 

16 政治的な目的が明示され、かつ参加者の運動への参加が組織化されていた点から、インティファーダ

は近代から現代にかけて各地域で見られた「都市暴動」とは異なる性格を持っている。特に、「都市暴動」

に付随しがちな「熱狂」や「狂乱」といった要素を 5 年間に亘ったインティファーダに見出すことは難

しい。本稿で、「暴徒」や「暴民」、「狂信者」といった言葉を本稿で用いないのは、インティファーダが

政治運動としての性格を色濃く持っていることを強調するためである。 
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体の政治活動のなかにインティファーダを位置づけていない点が問題となる。後に明らか

にしていくことになるが、インティファーダの帰結までも分析の対象に含める場合、この

運動の発生以前から続けられてきた占領地内部での政治活動の発展と、PLO による政治的

取り組みの検討は不可欠である。また、インティファーダが原則的に占領への抗議運動で

ある以上、イスラエルによる占領の開始を分析の出発点とするのが望ましいだろう。もち

ろん、これらの批判は、両者の研究の発表された時期や理論的枠組みを考慮すれば、やや

厳しすぎるものかもしれない。ヒルターマンの研究はインティファーダが展開するなかで

発表され、まさにインティファーダそのものを説明することが必要とされた時代的要請に

答えたものである。したがって、労働運動や女性団体の活動との連続性をその時代にあっ

ても明らかにしたことは、むしろ優れた成果であった。また、アリミの採用した社会運動

論は、運動の発生のメカニズムについて多くの知見をもたらすものの、運動の帰結に関し

てはあまり関心を払わない傾向にある。この点は、社会運動論を扱う研究書でも繰り返し

指摘されてきた［McAdam, Tarrow and Tilly 2001; della Porta and Diani 2006; Goodwin and 

Jasper 2009］。したがって、運動が発生する以前の（一見するとインティファーダの発生と

無関係に見える）諸活動を分析の対象としないこと、またパレスチナ人の政治活動全体の

なかにおけるインティファーダの位置づけについて十分に論じていないことは、彼らの研

究の価値を減ずるものではない。しかし、発生から 30 年近くを経た現在、インティファー

ダをパレスチナ問題の歴史的発展の文脈のなかに位置づけ、その帰結までを含めた分析が

求められていることは言うまでもない。 

 インティファーダとは別のパレスチナ人の政治活動を扱った研究を繙けば、インティフ

ァーダがパレスチナ問題の歴史のなかに十分に位置づけられていない課題がより明らかに

なる。インティファーダ以前の西岸・ガザ地区における政治活動を扱った研究として、モ

シェ・マオズ（Moshe Maʻoz, 1935– ）による政治エリート研究をまず挙げることができる。

マオズは、特に西岸地区においてヨルダン王室と強い繫がりを持つ伝統的指導者に PLO 支

持を掲げる若手世代が挑戦し、1976 年の市議会選挙で勝利する様子を明らかにした［Maʻoz 

1984］。本稿の第二章の内容は、この研究成果に多くを依拠している。そのほかにも、イス

ラエルの占領政策を扱った Manṣūr［1990］、池田［1990］、al-Naqīb［1997］、Efrat［2006］、

マオズと同じように指導者層に着目した Migdal［1980］や Sahliyeh［1988］、al-Jarbāwī［1989］、

Pappe［2010］、そしてナショナリズム運動を扱った、al-Dajjānī［1988］や al-Qashṭīnī［1990］、

立山［1990］、al-Az‘ar［1991］、Craissati［2005］、Jamal［2005］、Qumsiyeh［2011］など、
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注目すべき研究があり、それぞれ本稿の関連する箇所で取り上げている。しかし、いずれ

も一部には研究の行われた時期の問題から、また一部には対象とする事象の問題から、イ

ンティファーダとの連続性にまで十分に議論を発展させていない。 

この点は、占領地の外で展開されたパレスチナ人の政治活動（当時の文脈から言えば「武

装闘争」と述べた方が良いだろう）に関する研究も同じである。一例として、ヤズィード・

サーイグ（Yazīd Ṣāygh, 1955– ）による大著や、日本語では藤田進（1944– ）による研究を

挙げれば十分だろう［藤田 1989; Sayigh 1997］17。PLO そのものが展開した武装闘争や、PLO

に集ったファタハ（「パレスチナ解放運動」［Ḥaraka al-Taḥrīr al-Waṭanī al-Filasṭīnī］の略称）

や「パレスチナ解放人民戦線」（al-Jabha al-Sha‘bīya li-Taḥrīr Filasṭīn, Popular Front for the 

Liberation of Palestine, 略称：PFLP）、「パレスチナ解放民主戦線」（al-Jabha al-Dīmuqrāṭīya 

li-Taḥrīr Filasṭīn, Democratic Front for the Liberation of Palestine, 略称：DFLP）といったさまざ

まなゲリラ組織による活動は、アラビア語で「サウラ」（al-Thawra）と呼ばれた。「革命」

を意味するこの言葉は、「パレスチナ革命」（al-Thawra al-Filasṭīnīya）の略称としてパレスチ

ナ人ゲリラの自称としても用いられる 18。サーイグは、武装闘争の歴史から、1994 年の暫

定自治区設立までの時代を読み解き、藤田はこの武装闘争がパレスチナ人の政治的目覚め

につながったことを指摘している。これに対し、本稿が主題とするインティファーダは、

これらの武装闘争にほとんど参加することがなかった人々、すなわちイスラエル占領下の

西岸地区とガザ地区に暮らした普通の市民が実現したものである。一見すると関係しない

両者は、「サウラ」を主題とした多くの先行研究でも別のものとして扱われることが多かっ

た。 

こうした先行研究の課題を改めて述べれば、インティファーダに着目した研究は、それ

以前の歴史的展開を捨象する傾向にあり、一方でインティファーダ以前の占領地に着目し

た研究はインティファーダとの繫がりを十分に検討していない。さらに、「サウラ」の文脈

のなかに、インティファーダが位置づけられることも十分には行われて来なかった。こう

した課題を踏まえれば、インティファーダを中心としたパレスチナ人による政治活動の全

                                                        
17 PLO 内部のさまざまなゲリラ組織による連合や権力抗争については、次の研究にも詳しい。 

Cobban［1984］、Gresh［1985］、Sahliyeh［1986］、Shemesh［1988］。 
18「パレスチナ革命」の全体的概観に関しては臼杵［2005］を、イギリス委任統治時代以降からインティ

ファーダ直前までのパレスチナ解放運動の歴史的考察に関しては藤田［1989］を参照。アラビア語で「革

命」を意味するサウラという言葉には、フランス革命のような国家体制の転換の意味に加え、そのよう

な事態を目指して集団で行動するという意味が含まれる［バラカート 1991: 93］。パレスチナ問題にお

ける「サウラ」という言葉の使用は、本文中で少し言及した通り、運動そのものに加えて運動体（すな

わち、パレスチナ人武装組織）を総体的に指す場合にも見られた。 
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容を扱うための、新たな分析枠組みが必要であることは明らかだろう。フランス革命と 18

世紀イギリスの労働争議を比較研究したジョージ・リューデ（George Rudé, 1910–1993）は、

運動を展開する群衆が先にあり、その群衆が外部の「英雄」を運動のなかに招集したり、

または群衆のなかから「その言葉の広く受け入れられている意味での指導者よりもむしろ、

一時的に熱狂に負けてしまい、仲間よりも勇気、冒険心、または冒険的気性を示し、スロ

ーガンを叫ぶのを聞かれてしまい、かなりはなばなしい暴力を行使した者か、または隣人

たちによってたまたま探し出されたり密告されたりした者」が指導者として現れると指摘

した［リューデ 1982: 309–315］。現代の大衆蜂起と 18 世紀の運動は、もちろん同列のもの

として扱うことはできない。それでも、リューデの指摘はインティファーダの展開を見る

限りで参照に値する。インティファーダにおいて外部から招集された「英雄」とは PLO で

あり、群衆のなかから現れた指導者とは、統一指導部に集ったような匿名の者たちであっ

た。インティファーダで興味深いのは、PLO はすでに 1970 年代中頃から占領地の人びとに

「招集」されていたという事実である。この点からも、インティファーダを分析するために

は、時代を大きく遡る必要があることは明らかだろう。 

 

作業課題と分析の方針 

ここで、インティファーダと並んで、本稿で特に注目する言葉を提示したい。それが、「ス

ムード」（al-Ṣumūd）という言葉である。インティファーダと比べれば非アラビア語圏での

認知度は低いが、インティファーダ以前の西岸・ガザ地区で展開された政治活動は、概し

てこのスムードという言葉で呼ばれた。スムードとは、すなわち「忍耐強くあること」を

意味するアラビア語であり、占領下に置かれたパレスチナ市民の不退転の意志や行動を表

す。ごく普通の市民であった彼らは、占領政策を担ったイスラエル軍に非武装で対峙せざ

るを得なかった。世界的に知られたパレスチナ人の武装闘争は、周辺アラブ諸国に離散し

た難民たちのあいだから、しかも第三次中東戦争をきっかけとして始められたものである。

この武装闘争が、サウラと称されたことはすでに述べた。一方、この第三次中東戦争で占

領され、イスラエルの厳しい管理下に置かれた西岸・ガザ地区では、そうした武装闘争へ

の支持や期待こそ見られたものの、実際に市民が武装闘争に参加することは稀であった。

移住や転居を拒み、占領に耐える人々が自らの行動の自称として用いたのが、スムードと

いう言葉である。スムードは、定冠詞（al-）を付けて徐々にイスラエル占領下に生きるパ

レスチナ人の意志や行動を指す言葉（固有名詞）として定着していった。 



10 
 

本稿で特に着目するのは、スムードとインティファーダ、そしてサウラはどのように連

関し、どの程度の連続性（または断絶）を持っていたのかという点である。インティファ

ーダでは、青年にくわえて女性や子ども、老人を含めて、地域の人々のほとんどすべてが

蜂起に立ち上がった。店を持つ者はストライキを行い、若者や学生は唯一の武器となった

石を投げることで、イスラエル当局に対決を挑んだ。インティファーダは 20 年にわたるス

ムードが変質した姿なのか、またはスムードとは別の背景をもって発生したものなのか。

さらに、この占領地内部での動態に、サウラを率いた PLO はどのように関与したのか。こ

うした本稿の議論を進めるために、具体的な作業課題を二つ挙げたい。この二つの課題は、

すなわちスムードからインティファーダへの時代の変化を、占領地内部とパレスチナ人全

体という二つの異なる視点から分析するものである。 

第一に、西岸・ガザ地区における非武装の政治活動はどのように発展し、インティファ

ーダを迎えたのかという、地域内部の動態を明らかにする必要がある。インティファーダ

で、統一指導部が注目されたことはすでに述べた。この組織は、それ以前に占領下で活動

したあらゆる政治組織とも名称が異なり、さらには関係する人物については現在わかって

いる以上に当時は不明であった。それにも拘わらず、統一指導部は人々から信頼を獲得し、

蜂起を統一的な行動のもとに展開することに成功した。なぜ、占領下の人々は、見ず知ら

ずの組織によるリーフレットの指示に従ったのだろうか。第一部では、この課題に取り組

んでいく。少し議論を先取りして述べれば、占領下の政治活動は、時代を経るごとに個人

ではなく、個人を特定されないように組織が率いるように変化していった。その変化のな

かで、占領下の社会に確立されていった行動原則について明らかにしていく。 

第二に、PLO が展開した外交戦略と西岸・ガザ地区の政治活動がいかなる関係にあった

のかという点を明らかにする。先に挙げた第一の課題が占領地内部を中心に捉えるもので

あるとすれば、こちらは PLO による活動を含めたパレスチナ人の運動全体のなかで、西岸・

ガザ地区において展開されたさまざまな活動を検討するものである。本稿の第二部では、

この課題に取り組んでいく。ここでも議論を少し先取りすれば、インティファーダの展開

において、PLO の関与は不可欠であった。言い換えるならば、西岸・ガザ地区における政

治活動に強い関心を向けるようになっていた PLO は、インティファーダに不可避的に関与

せざるを得なかった。この点を明らかにするためには、PLO がどのような利害関心から西

岸・ガザ地区への関与を強めていったのかを明らかにする必要がある。第二部では PLO の

動きを分析に含めることで、パレスチナ人が展開した政治運動の全体のなかにインティフ
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ァーダを位置づけていく。 

実際の分析に際して、本稿では多数のアラビア語資料を参照した。地域研究の方法論に

ついて深くは立ち入らないが、本稿では安易に既存の理論を分析の枠組みとして用いるの

ではなく、現地語の資料から読み取ることが出来る事実や因果関係を重視している 19。膨大

な一次資料の参照において指針とするのは、現地の研究者によって現地の言葉で書かれた

数々の研究である。地域の文脈に即して編まれた研究や論説のなかには、欧米や日本の人

文社会研究が用いない言葉や分析概念が時に含まれる 20。また、時には既存の概念が拡大解

釈されて用いられる場合もあるが、むしろそれは現地の事情に即したものであることが多

い。本稿の例で述べれば、「抵抗」（al-muqāwama）という言葉は、現地の研究ではより幅広

い対象を指す言葉として用いられる。たとえば、第三章で取り上げるある研究は、団体組

織の設立や映画の公開などの教育文化活動も「抵抗」として分析の対象に加えていた。す

なわち、教育文化活動や組織の設立そのものすら政治活動の文脈で捉えることが可能であ

ると、現地の研究者による記述は示している。こうした研究成果にも、本稿の分析は多く

を依拠した。 

 

依拠する資料と情報 

最後に、本稿が特に依拠したアラビア語資料について概説しておきたい。本稿で特に参

照した資料は、新聞や雑誌などの定期刊行物、一般刊行資料、研究所などが保管する未刊

                                                        
19 地域研究の方法論に関しては、地域研究独自の方法論を模索するものや、他の社会科学の理論との融合

を提唱するものが注目されている。この議論に関するものとしては、一例として山口［1991］、板垣

［1992］、京都大学地域研究コンソーシアム［2012］、武内［2012］などを挙げることができる。板垣雄

三（1931– ）による指摘を参照すれば、「地域研究という基礎学、すなわち世界の具体的知識の集積・

整理、そこからたえず出発しなおす一般理論化、総合体系化、構造化的精緻化の営為を土台にして、そ

の上に個別的・特殊的専門分野の研究作業と研究成果とが析出してくるのである」と述べられ、地域の

研究を出発点とすべきであるとの提言がなされている［板垣 1992: 425–426］。一方で、社会科学の分野

でも、事例研究の意義やそのあり方を提言する議論が活発化している。邦訳のあるものを挙げれば、キ

ング, コヘイン, ヴァーバ［2004］、ヴァン・エヴェラ［2009］、ジョージ, ベネット［2013］などを示

せば十分だろう。本稿の議論は、こうした事例から出発するタイプの研究設計に、大いに影響を受けて

いる。 
20 地域特有の概念は、研究が対象とする地理的領域を指定する作業にも関係する。現代エジプト研究者

の長沢栄治（1953– ）は、「あらゆるイデオロギーの影響を排した地域概念の設定、客観的で科学的な

地域概念の設定は、おそらく不可能であろう」と指摘する。これに続いて長沢は、「むしろ社会科学も

そこに含まれるが、人文学的な学問として行なわれる地域研究にとって、自地域研究と他地域研究との

たえざる対話を通じて、それぞれの研究目的に応じた地域概念の設定を行なうしかないということであ

ろう」と提起した［長沢 2013: 148］。こうした地域設定の視点も、本稿に重要な視座を与えている。本

稿では西岸・ガザ地区を主な対象地域とするが、一方で西岸・ガザ地区の人々がどのように地域を捉え

ていたのかという視点を得ることによって、分析の範疇は PLO が外交戦略を展開する中東全域や国連

など、その時代に応じて拡大、縮小する構成となっている。 
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行資料の三点である。特に説明の必要な資料に関しては、各部の冒頭でも説明するため、

詳細についてはそちらも参照して欲しい。さらに加えて、筆者による関係者へのインタビ

ューも、重要な情報源として各所で利用している。 

第一に、定期刊行物としては、占領下で発行されていたアラビア語の日刊紙を参照した。

占領下の西岸・ガザ地区では『シャアブ』紙（al-Sha‘b, 民衆）と『ファジュル』紙（al-Fajr, 

夜明け）が発行されており、両紙は PLO 支持の姿勢で有名であった。同じ 1972 年に創刊さ

れた両紙は、西岸・ガザ地区における政治活動の躍動する姿を伝えてくれる（前者は 1992

年、後者は 1993 年に廃刊となった）。たとえば、1976 年の市議会選挙で『ファジュル』紙

は、PLO 支持派の候補を全面に掲げて、「彼らを選ぼう」と大胆に呼びかけを行った（本稿

第二章・写真 2-1）。もちろん、そのような報道姿勢や編集方針によって、両紙はたびたび

イスラエル占領当局から発行停止処分を受けている。本稿では、この二紙に加え『クドゥ

ス』紙（al-Quds, エルサレム）も多く参照した。この新聞は、当時はヨルダン支持の論陣を

張ることで有名であり、占領下で発行された三紙のなかでは唯一現在まで発行が続いてい

る 21。これら三紙のいずれもが、本稿が着目する 1970 年代から 1980 年代にかけてのものが

マイクロフィルムの形で、国内外の研究機関に保管されている。 

第二に、刊行資料に関しては、さらに細かく研究機関による刊行資料、政治党派による

刊行書籍、個人の回顧録に分けて紹介したい。まず、研究機関による刊行資料としては、

1965 年から 1981 年まで各年版が刊行されている『パレスチナ・アラブ文書集』（al-Wathā’iq 

al-Filasṭīnīya al-‘Arabīya, PAD）と、1979 年から 1994 年まで各年版がある『アラブ統一日誌・

文書集』（Yawmīyāt wa Wathā’iq al-Waḥda al-ʻArabīya, WA）を参照した。実際に引用する際に

は、略記と版の年度、そして収録番号（no. ）を付して表記する。PAD は各年版が 500 ペー

ジを超える比較的大規模な資料集であり、パレスチナ問題に関する国際的取り決めや外交

アピール、アラブ諸国指導者の発言、PLO 関係者のインタビュー、各地域の諸団体からの

声明文など総計 8000 点以上が収録される 22。この資料を発行したパレスチナ研究機構

                                                        
21 『クドゥス』紙の刊行は、1951 年に開始されている。 
22 PAD の年度ごとの収録数には隔たりがあり、最多は 1970 年版（1972 年発行）の 991 点、最少は 1976

年版（1978 年発行）の 186 点である。このアラビア語シリーズとならび英語版の『パレスチナ国際文書

集』（International Documents on Palestine）も刊行されるが、両者の集録数には隔たりがあり（例えば 1978
年版ではアラビア語版に 508 本、英語版に 343 本が集録される）、特にアラビア語で発せられた政治声明

に関しては抜粋訳が多いことから、アラビア語による PAD を本稿では参照した。これと類似した文書集

として『パレスチナ文書集』（al-Wathā’iq al-Filasṭīnīya）シリーズが、2006 年版からベイルートの「ザイ

トゥーナ研究諮問センター」（Markaz al-Zaytūna li-l-Dirāsāt wa al-Istishārāt）から刊行され、2017 年現在ま

でに 2009 年版までの 4 巻が入手可能となっている。 
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（Mu’assasa al-Dirāsāt al-Filasṭīnīya, Institute for Palestine Studies）は、1963 年にレバノンの首都

ベイルートに設立された独立研究機関であり、英語の『パレスチナ研究ジャーナル』（Journal 

of Palestine Studies）を代表として、数多くの雑誌や書籍を発行している。同機構からは、1964

年から 1976 年までの各年版がある『パレスチナ問題年鑑』（al-Kitāb al-Sanawī li-l-Qaḍīya 

al-Filasṭīnīya）も発行されており、こちらも適宜参照した。一方で、後者の WA を刊行した

のは、同じくベイルートに拠点を置く独立研究機関のアラブ統一研究センター（Markaz 

Dirāsāt al-Waḥda al-ʻArabīya）である 23。アラブ世界で数少ない政治学雑誌『アラブ政治学誌』

（al-Majalla al-ʻArabīya li-l-ʻUlūm al-Siyāsīya）を刊行する研究所であり、発行する研究書には

定評がある。1980 年代の政治文書については、その大部分を WA に依拠した。この二つの

資料の詳細については、各部の冒頭で補足して説明したい。 

パレスチナ人の党派や組織が自ら発行する書籍やパンフレットも多くのことを教えてく

れる。最も代表的なものとしては、PLO の下部組織である「パレスチナ百科事典（編纂）

機構」（Hay’a al-Mawsū‘a al-Filasṭīnīya）によって刊行された『パレスチナ百科事典』

（al-Mawsū‘a al-Filasṭīnīya）を挙げることができよう。1984 年の第一部はその名の通り項目

順の辞典であるが、1990 年に刊行された第二部は、研究者や実務者による論説集となって

いる。資料も豊富に掲載されるため、重要な情報源として参照した。こうした資料集の出

版は、パレスチナの政治党派にとっては珍しいことではない。例えばインティファーダの

関連文書の一部には、党派によって後に書籍として出版されたものが数点確認できる 24。ま

た事件や記念日、集会のための資料として刊行されるパンフレットや小冊子なども、貴重

な情報を含む資料である。 

こうした党派系の出版と性格がよく似たものとして、個人による回顧録や指導者を対象

にしたインタビュー資料が挙げられよう。特に、ハマース（「イスラーム抵抗運動」［Ḥaraka 

al-Muqāwama al-Islāmīya］の略称）創設者のアフマド・ヤースィーン（Aḥmad Yāsīn, 

1937–2004）や、エルサレムのシャリーア控訴裁判所（Maḥkama al-Isti’nāf al-Sharʻīya）の元

首席判事アブドゥルハミード・サーイフ師（ʻAbd al-Ḥamīd al-Sā’iḥ, 1907–2001）、PLO の幹

部ハーリド・ハサン（Khālid al-Ḥasan, 1928–1994）、PLO の軍事組織「パレスチナ解放軍」（Jaysh 

                                                        
23 WA は、ベイルート・アメリカン大学から 1963 年から 1981 年まで刊行された『アラブ文書集』

（al-Wathā’iq al-‘Arabīya）と同じように、アラブ諸国全域を対象とした文書資料集である。 
24 政治党派によるインティファーダに関する出版物には、次のものがある。 

Munaẓẓama al-Taḥrīr al-Filasṭīnīya ［ 1989 ］、 al-Qiyāda al-Waṭanīya al-Muwaḥḥada ［ 1990 ］、 Ḥaraka 
al-Muqāwama al-Islāmīya［1990］。 
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al-Taḥrīr al-Filasṭīnī）25の総司令官であったアブドゥッラッザーク・ヤヒヤー（ʻAbd al-Razzāq 

al-Yaḥyā, 1929– ）、インティファーダのなかで有力な指導者と目されたサリー・ヌサイバと

ハナーン・アシュラーウィー（Ḥanān ʻAshrāwī, 1946– ）のものを参照した［Ashrawi 1995; 

al-Ḥasan 1985, 1994; Manṣūr 2003; Nusseibeh 2007; al-Sā’iḥ 1994; al-Yaḥyā 2006］。また、その他

の人物の回顧録も必要に応じて部分的に参照する（al-Khaṭīb［1989］、Suwayd［1998］、al-Fāhūm

［1999］、Mish‘al［2006］など）。それぞれの人物については、分析のなかで言及する際にあ

らためて説明したい。 

第三に、本稿が依拠する資料として、インティファーダのなかで配布されたリーフレッ

トを典型として、研究機関や図書館が保管する文書資料を挙げることができる。Legrain

［1991］や Mishal and Aharoni［1994］など、リーフレット資料の編纂と刊行は幾度か試みら

れてきた 26。しかし、前者は 1988 年末までの記録に留まり、後者は英訳として参照の簡便

さがあるものの一部に出典の不明や記載の不備が見られる 27。日本語訳も存在するが、原典

の併記がないために研究資料としての利用には慎重にならざるを得ない［パレスチナ蜂起

統一民族指導部編 1993］。本稿では、西岸地区北部の都市ナーブルスの市立図書館資料室

に保管されていた原本資料を参照した。筆者の調査の限り、先行研究でこのナーブルスの

資料を分析したものは見られない。この資料の特徴は、既存の刊行物が収録していない地

方版のリーフレットを含む点、さらに収集時期が 1987 年末から 1994 年初頭までと長期に

わたる点であり、この点でまさに分析に値する。もちろん、地方図書館収蔵の資料である

という面では、分析に際して慎重にならざるを得ないが、Ṣāliḥ［1990］をはじめとするア

ラビア語によるリーフレット分析の論文を手掛かりに、筆者はナーブルスの資料の検討を

                                                        
25 パレスチナ解放軍は、エジプト、ヨルダン、イラク、シリアに部隊を展開し、第四次中東戦争ではエジ

プト軍側で参戦している。パレスチナ暫定自治政府が設立された後に、パレスチナ解放軍の多くの幹部

は暫定自治政府の治安要員となって西岸・ガザ地区に帰還しており、現在では事実上の解散状態にある。 
26 インティファーダのリーフレットについて、アラビア語原本が参照できる資料としては次のものがあ

る【巻末資料 6 も参照】。 
Munaẓẓama al-Taḥrīr al-Filasṭīnīya［1989］、Anonymous［1989］、al-Qiyāda al-Waṭanīya al-Muwaḥḥada［1990］、
Ḥaraka al-Muqāwama al-Islāmīya［1990］。 

 また翻訳（英語、フランス語、日本語）は次のものがある。 
Lockman and Beinin［1989］、Legrain［1991］、パレスチナ蜂起統一民族指導部［1993］、Mishal and Aharoni

［1994］。 
くわえて、ウェブサイトで公開されるものには、次のものがある。 
WAFA（パレスチナ情報報道局）ウェブサイト、Birzeit University Palestine Archive ウェブサイト。 
その他に、オランダの国際社会史研究所（International Institute of Social History, IISH）の所有するコレク

ションも参照に値する。本稿のための参照にあたっては、ウェブサイトを通じたレファレンス・サービ

スを介して、PDF での閲覧を行った。 
27 Mishal and Ahroni［1994］では、ハマースの第 1 号リーフレットとして訳出されるものが、他の資料の

いずれのものとも異なっている。詳細は鈴木［2015a］を参照して欲しい。 
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行い、分析に耐えうる資料であると結論づけるに至った［鈴木 2015a］。具体的な分析につ

いては、第五章と第六章を参照して欲しい。 

最後に上記のようなさまざまな文書資料の内容を判断するうえで、個人へのインタビュ

ーは欠かせない。現地でのビデオ撮影と録音により収集した個人のインタビューには、1976

年選挙で当選した市長のバッサーム・シャカア氏（Bassām al-Shak‘a, 1930– ）や、1980 年代

に難民キャンプでファタハ系の青年の動員を担当していたタイスィール・ナスルッラー氏

（Taysīr Naṣr Allāh, 1961– ）、インティファーダの指導部に近しかったとされる元若手幹部の

アター・カイマリー氏（‘Aṭā al-Qaymarī, 生年不明）も含まれ、文章資料と照合することで、

より具体的な政治活動の姿を捉えることが可能となった。ただし、先行研究や刊行資料で

提示された事実を大きく覆す証言はなく、あくまで個別の事実を補足する形で参照するに

留まっている。 

 

本稿の構成 

本稿は、二部によって構成される。第一部の三つの章では、西岸・ガザ地区内部におけ

る政治活動の発展について、特に 1970 年代を中心として検討を加える。そして第二部の三

つの章では、PLO の外交戦略の展開という視点を加えて、1980 年代を中心として分析を行

っていく。それぞれの章の内容を、大まかに紹介しておきたい。 

第一部では、占領下に生きた人々の視点から 1970 年代を中心に分析を行い、占領下で個

人ではなく組織が政治活動を担うようになるまでを見る。本稿の分析の軸となる二つの言

葉のうち、スムードの時代を主に扱うのがこの第一部である。また、先述した取り組むべ

き二つの作業課題との関係で言えば、第一の西岸・ガザ地区における政治活動の歴史的発

展を明らかにするなかで、第二の関心である PLO の外交戦略との関係にも部分的に光を当

てる構成となっている。 

 第一章では、占領直後の東エルサレムの併合をめぐる抗議活動にはじまり、経済的理由

を背景として占領下で最初の蜂起が起きるまでを分析する。そして第二章では、こうした

占領下の運動が、PLO 支持を公然と表明する指導者のもとで発展し、1978 年のキャンプ・

デーヴィッド合意を経て、独自の行動原則を確立していく様子を見る。最後に第三章では、

そうした指導者が占領当局によって次々と強制的に排除されていくなかで、「指導者を見せ

ない」新しいタイプの組織活動が発展していく様子を示し、占領下で短期間の蜂起が頻発

していくまでを分析する。 
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 以上の検討によって、インティファーダが発生する頃までに、占領下では蜂起という直

接行動の経験が積まれ、さらに個人を特定されないように組織の名前が政治活動のなかで

用いられる状態が生まれていたことを明らかにする。 

 第二部では、PLO の外交戦略に分析の範囲を広げ、時代は 1980 年代を中心に議論を展開

していく。第一部で見た西岸・ガザ地区での PLO 支持の政治活動の拡大は、PLO による両

地域への注目と並行していた。この両者の関係がインティファーダを分析するうえでも重

要になる。なぜなら、占領下のスムードがインティファーダへと変容するためには、PLO

の関与が不可欠であったからである。先ほど挙げた二つの課題との関係で言えば、この部

では第二の関心である PLO による外交戦略と西岸・ガザ地区との関係を軸として、第一部

での議論と組み合わせることで、インティファーダの発生と展開を分析していく。 

 第四章では、PLO による政治外交の展開をたどり、ヨルダンとの関係改善のなかで西岸・

ガザ地区に対する具体的取り組みが行われていた点を明らかにする。そして第五章では、

インティファーダの発生のなかで、蜂起を維持しようとする西岸・ガザ地区の指導部と、

一方で蜂起を政治外交での取り組みに利用していく PLO 指導部の動きについて、独立宣言

（1988 年）を事例に検討していく。最後の第六章では、インティファーダの展開するなかで

行われたイスラエルと PLO との和平交渉の取り組みについて検討し、西岸・ガザ地区の人々

が交渉の成果への評価を異にすることで、蜂起が終焉していくまでを分析する。 

 以上の検討によって、西岸・ガザ地区における政治活動の終着点としてのインティファ

ーダと、このインティファーダのなかで行われた PLO の政治外交の転換を明らかにし、イ

ンティファーダがパレスチナ問題において持った意義を提示していきたい。 
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問題の所在 

 インティファーダを展開した占領地のパレスチナ人たちは、占領開始からインティファ

ーダ発生までの 20 年間をどのように過ごしたのだろうか。パレスチナ問題を通史的に概説

する場合、占領下の 20 年間に言及されることは稀である［例えば、奈良本 1991; 臼杵 1999; 

サンバー 2002; 広河 2002; 阿部 2004; 高橋 2010; Cohn-Sherbok and El-Alami 2001; Harms 

2005］。これは、同時代的に PLO が展開していた武装闘争に多くの紙幅が割かれるためであ

り、その PLO が 1982 年のレバノン侵攻で壊滅的な打撃を被った後に、インティファーダの

発生を契機として占領地のパレスチナ人が取り上げられる場合が多い。しかし、この 20 年

の間、占領地のパレスチナ市民は決して沈黙していたわけではない。むしろ多くの政治活

動を展開することで、最終的にインティファーダに繫がるさまざまな要素を獲得していっ

たとすら言える。 

 この第一部では、占領下で展開されたパレスチナ市民による非武装の政治活動の歴史を

明らかにしていく。その際に、特にインティファーダで力を発揮した「PLO への支持」と

「西岸・ガザ地区における独立国家建設の要求」という二つの行動原則の形成と、「指導者

を見せない」政治活動の形態が確立される過程に注目したい。一般的な常識から述べれば、

それまでに名前が知られていない組織から抗議活動を呼びかけられて、応じる者は少ない

であろう。さらにその組織に関わる人物が明らかでない場合は、なおさらである。しかし、

インティファーダでは、統一指導部が住民から支持を獲得するまでに、それほどの時間を

要しなかった。具体的に述べれば、わずか 1 ヶ月ほどで、人々は統一指導部の呼びかける

日付にストライキを決行するようになっている［Suzuki 2014］。では、なぜ占領下の市民は、

こうした未知の組織による呼びかけに応じたのであろうか。それを解き明かすためには、

統一指導部がリーフレットのなかでたびたび言及した「PLO への支持」と「西岸・ガザ地

区における独立国家建設の要求」という、二つの行動原則が分析の糸口となる。さらに、

占領下の住民にとって、インティファーダのみが唯一の蜂起ではなかった点も併せて指摘

したい。1970 年代から、西岸・ガザ地区の市民は短期間ながらいくつかの蜂起を経験して

いた。見方を変えれば、1987 年の蜂起のみ、「インティファーダ」として知られるほどに長

期化したとすら言える。いくつかの蜂起を含めて過去の政治活動の展開を見ることで、イ

ンティファーダを実現した占領地内部の要因が明らかになっていく。



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論文題目  蜂起〈インティファーダ〉と占領下のパレスチナ（1967～1993 年） 

氏  名  鈴 木 啓 之 

 

博士論文公表方法に関する特例申請（やむを得ない事由*）に基づき、19～105 ペ

ージを省略する。なお、内容は 5 年以内に出版予定である。 

 

 

*「やむを得ない事由」 

８．博士論文の全部または一部が、単行本もしくは雑誌掲載等の形で刊行される

予定である。 
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第二部 PLO と西岸・ガザ地区 
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問題の所在 

 なぜ、1987 年に起きたインティファーダのみが、他の蜂起と比較して長期に亘って展開

し、オスロ合意を実現するに至ったのだろうか。本稿のこれまでの分析では、この点がい

まだ明らかではない。この問いに答えるためには、第一部で見た地域内部の動態に加えて、

PLO の外交戦略との関係から分析を行う必要がある。すなわち、PLO の関与があったこと

で初めて、占領下の蜂起は国際的な政治舞台で影響力を発揮し得たのだ、との立場を本稿

はとる。 

 この第二部では、PLO が西岸・ガザ地区に対してどのような歴史的経緯から関わり、イ

ンティファーダの展開のなかでこの蜂起の影響力を最大限に利用するためどう取り組んだ

のかを明らかにしていく。この作業は、インティファーダをパレスチナ人が展開した政治

活動全体のなかに位置づけ、さらにはそれ以前の蜂起とインティファーダが大きく異なっ

た背景を明らかにする取り組みである。すでに第一部での検討で明らかにしたが、占領地

内部の動態を見れば、1980 年代の中頃までには、インティファーダを展開するための要素

はほとんど整っていた。「PLO への支持」と「西岸・ガザ地区における独立国家建設の要求」

という二つの行動原則の確立、「指導者を見せない」タイプの政治活動の発展は、1980 年代

の半ばまでに確認できる。より適切な表現を用いるなら、1980 年代には、すでにインティ

ファーダと類似した短期間の蜂起が頻発していた。それにも拘わらずインティファーダの

発生が 1987 年のタイミングであったのは、占領地の外部との関わり、具体的に述べれば PLO

の外交戦略が変容する必要があったとするのが、本稿の作業仮説である。インティファー

ダを政治外交において利用し、イスラエル政府と政治交渉を行う意図を公言することで、

PLO は蜂起の影響力を最大限に生かすことができた。さらに、占領地ではそうした PLO の

政治外交に理解を示し、蜂起を継続することで PLO の取り組みを後押しする状態が確立さ

れていく。すなわち、統一指導部の役割とは、インティファーダを維持することで、PLO

の政治外交を支えることであったとすら言えよう。この見解に至ったとき、インティファ

ーダの成果とも捉えられてきたオスロ合意への評価は、見直しを迫られることになる。イ

ンティファーダの運動としての帰結までを含めて分析するため、再び歴史を遡り、PLO の

設立から政治外交の展開の過程を明らかにするところから議論を始めていきたい。
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予定である。 

 

 



210 
 

終章 
 

 

僕は自分の祖国にあってちっぽけにならず 

肩をすぼめることなく 

圧制者の面前に立つ 

孤児として、丸腰で、素足で 

―タウフィーク・ザイヤード 

 

インティファーダ後のパレスチナ 

占領下のパレスチナ市民が目指した独立国家の建設は、インティファーダから 30 年近く

を経た現在も未だその途上にある。オスロ合意を受けて、1994 年 5 月にはカイロ協定 327が

結ばれ、西岸地区の一部（エリコ周辺）とガザ地区で実際に暫定自治が開始された。さら

に、1995 年 9 月の拡大自治合意 328によって、暫定自治区は東エルサレムとヘブロンをのぞ

く西岸地区の都市部（ラーマッラー、ベツレヘム、カルキーリヤ、トゥールカルム、ナー

ブルス、ジェニーン）とその他 400 を超える町村へと広がっている 329。ところが、一方の

交渉当事者であるラビン政権は、イスラエル人市民によるラビン首相暗殺（1995 年 11 月）

という形で崩壊し、これを引き継いだ同じ労働党のペレス政権も半年ほどでリクードのベ

ンヤミン・ネタニヤフ（Benjamin Netanyahu, 1949– ）に敗北し退場した。ネタニヤフ政権は、

当時課題となっていたヘブロンに関する交渉に難色を示し、また交渉対象であったはずの

エルサレム旧市街の中にトンネルを貫通させるなど、和平交渉の進展を意図的に妨げるよ

うな行動を繰り返した。オスロでの秘密交渉に参加したプンダクは、このネタニヤフ政権

の時代を、端的に「失敗」（failure）と述べている［Pundak 2002: 97］。ネタニヤフ政権の次

に政権を担った労働党のイフード・バラク（Ehud Barak, 1942– ）、そして任期を僅かに残し

たクリントンが和平交渉の早期妥結を目指したが、東エルサレムや境界線、入植地などの

                                                        
327 カイロ協定（Cairo Agreement）。1994 年 5 月 4 日、エジプトのカイロで調印された。これによって、パ

レスチナ暫定自治が開始された。 
328 オスロ II（パレスチナ拡大自治合意, Oslo II, Interim Agreement on the West Bank and the Gaza Strip）。1995

年 9 月 28 日、ワシントンで締結。西岸地区を、安全保障上 3 地域（A 地区、B 地区、C 地区）に管轄分

けした。 
329 ヘブロンについては、ネタニヤフ政権期にヘブロン議定書（Hebron Protocol, 1997 年 1 月 17 日に締結）

が締結され、市内が H1 地区（パレスチナ自治政府管轄）と H2 地区（イスラエル軍管轄）に分割された。 
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最終的地位を巡る交渉の行き詰まりは、すでに誰の目にも明らかであった。本稿では主に

国防相として登場したシャロンが、リクードの党首として 2000 年 9 月に旧市街の聖域（ハ

ラム・シャリーフ）へと武装警官と共に立ち入るという示威行為を行うに及んで、オスロ

和平プロセスは停滞、または崩壊した。アル＝アクサー・インティファーダのなかでの「自

爆攻撃」の多発と、イスラエル軍による暫定自治区への軍事侵攻の時代が訪れる。アラフ

ァートが死去するのは、2004 年 11 月のことである。その後、さまざまな和平提案が主にア

メリカによって行われているが、それらが合意に至っていない現在、パレスチナではオス

ロ合意で取り決められた暫定自治が続いている状態にある。 

入植地がオスロ合意の後にも建設され続けたことはすでに指摘したが、その他の最終的

地位（東エルサレムの帰属、パレスチナ難民の帰還権、国境の画定、治安の管理権限）も、

この 30 年間により複雑化した。シャロンが首相となって進めた「分離壁」（Separation Wall）

の建設は、イスラエルとパレスチナの力関係を表すように多くの土地をイスラエル側に取

り込んでいる。特に東エルサレムを大きく取り囲んで壁が建設されたことで、東エルサレ

ムと他の西岸地区の都市の往来は著しく妨げられている。また、2006 年の議会選挙のあと

に生じた権力抗争から、選挙で勝利したはずのハマースの政権が崩壊し、ガザ地区での実

効支配に追いやられる事態も起きた。2007 年頃から、ガザ地区への立ち入りは一部の NGO

関係者や国連職員を除き外国人に対して制限されている（本稿で登場した人物の多くが西

岸地区に偏るのは、この同時代的なパレスチナ問題の抱える現状を反映している）。2008 年、

2012 年、2014 年と連続して行われたガザ地区に対するイスラエル軍の軍事行動では、エジ

プトに通じる検問所が封鎖され、隣国に見捨てられた状態のなかで戦火に耐える人々の姿

があった。一方で、「アラブの春」後の混乱のなかで内戦状態に陥ったシリアでは、依然と

してその地位が定まらないパレスチナ難民が無国籍であるがゆえに隣国のヨルダンに避難

できない事態が発生している。現在においてもなお、日常生活を脅かされている人々は各

地に存在する。彼らが日常のなかで織りなす新たなスムードが、まったく新しい蜂起（イ

ンティファーダ）を準備している可能性を、決して否定はできないのである。 

 

分析の結論 

 本稿では、「占領下に 20 年置かれたパレスチナ市民は、なぜインティファーダを 1987 年

という年に開始することができたのだろうか」という問いを序章に掲げ、この終章に至る

まで六つの章を立てて分析を行ってきた。特に、蜂起への市民の参加と政治交渉の実現を
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インティファーダの特徴として指摘し、この二つの事象の背景を明らかにする目的から、

二部構成で議論を展開した。 

 第一部の分析のなかで明らかになったことは、スムードとインティファーダの間には、

ある一定の関係性が見いだせるということである。すなわち、それ以前の 20 年間における

さまざまな要素の蓄積が、インティファーダの発生には不可欠であった。特に顕著なもの

として、本稿では、組織活動の展開（第一章）、「PLO への支持」と「パレスチナ独立国家

建設の要求」という二つの行動原則の確立（第二章）、そして「指導者を見せない」タイプ

の政治活動の発展（第三章）を指摘した。もちろん、スムードの 20 年間に起きたすべての

出来事をインティファーダと関連づけることは不可能であり、またそうした分析には問題

も多くなるだろう。実際に PNF の活動は、PLO との直接の繫がりを持っていたが、そうで

あるが故にイスラエルの政治弾圧によって間もなく崩壊した。本稿で「ある一定の関係性」

と述べたのは、すべてではないが、確かに一部の要素が後のインティファーダで生かされ

た点を強調するためである。NGC が占領下で密かに設立された 1978 年頃を分水嶺として行

動原則の確立が、1982 年頃からの鉄拳政策のなかで「指導者を見せない」タイプの政治活

動の発展があったことは、インティファーダに繫がる要素として特に重要であった。ただ

しこれでは、インティファーダとそれ以前の時代の政治活動との関連を指摘したヒルター

マンの研究結果と同じ結論を導いたことになる。本稿が特に先行研究と異なるのは、こう

した占領下の政治活動の発展を重要視しながら、インティファーダの発生にはもう一つの

重要な要素が存在したことを指摘する点にある。すなわち、インティファーダには、PLO

による政治外交の付随が不可欠であったという事実を本稿では強調した。蜂起という運動

の形は、すでに 1980 年代の中頃には毎年のように確認された。それにも拘わらずこうした

蜂起が短期間のうちに終了し、インティファーダのように長期化しなかった背景には、PLO

による政治交渉の展開が付随していなかったからに他ならない。 

 第二部では、PLO のなかで政治交渉に前向きなグループが 1970 年代中頃から活動してい

たことを指摘し、PLO の外交路線が伴ったことからインティファーダが長期化したと主張

した。歴史的な事実として、武装組織であるファタハや PFLP、DFLP などが主導権を握る

ことで、PLO はアラブ諸国から独立した独自の外交戦略を展開することができた。国連を

舞台にした政治外交の展開や、アメリカが公にした和平提案への対応など、公式の目標と

した「パレスチナ全土解放」から外れるものであっても、現実主義的な判断を優先する側

面が当時の PLO には認められる。この点から、本稿では政治組織としての PLO という観点
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を強調した。この PLO がヨルダンとの同盟関係を解消し、党派内での結束を固めたタイミ

ングで発生したのが、インティファーダである。したがって、1987 年発生のインティファ

ーダは、それ以前の蜂起とは異なる環境のもとで展開されることになった。蜂起の展開と

PLO による政治外交が並行し、蜂起の影響力は後者によって最大限に高められた。もちろ

ん、インティファーダの発生によって PLO の政治外交が（再び）活発化したという分析も

依然として可能であろう。一方で、本稿で特に着目したのは、PLO の政治外交の展開がイ

ンティファーダの長期化をもたらしたという点である。この観点でインティファーダの終

焉を捉えるならば、PLO によってオスロ合意が結ばれたことで、蜂起が終えられたことに

も納得できる。オスロ合意の署名によって、蜂起の継続に不可欠であったさまざまな組織

やグループ、個人のあいだで行われてきた調整や妥協、協力が解消され、インティファー

ダは終了した。 

 以上の分析から、本稿の問いに答えを示すならば、次のようになるだろう。すなわち、

インティファーダの発生は、スムードの20年間とPLOの政治外交の積み重ねを必要とした。

この二つの背景が揃ったのが、1987 年というタイミングである。蜂起の開始という点のみ

に焦点を絞れば、占領下のパレスチナ市民は、1974 年の時点で初めて蜂起を経験し、その

後の 1980 年代の中頃からは毎年のように蜂起を行っていた。1980 年代半ば頃までに、組織

活動の展開、「PLO への支持」と「パレスチナ独立国家建設の要求」という二つの行動原則

の確立、そして「指導者を見せない」タイプの政治活動の発展といったインティファーダ

の展開のために必要な要素は揃っていたと言えるだろう。しかし、蜂起が「インティファ

ーダ」という名前で世界的に知られるほど長期化するためには、PLO の政治外交が同時に

展開する必要があった。PLO 主流派がヨルダンとの同盟関係を破棄し、党派和解に踏み切

った 1987 年というタイミングは、PLO がインティファーダを政治外交のなかで利用し、結

果として蜂起の影響力を高めるという結果に大きく作用した。この点で本稿は、蜂起が発

生する要素は占領地で生まれながら、そうした蜂起のうちの一つが「インティファーダ」

として国際的に知られるほどに長期化した要因は、同時期に PLO の政治外交が展開された

ことにあると考える。つまり、蜂起を維持する西岸・ガザ地区の市民と、イスラエルやア

メリカを相手とした政治外交を展開する PLO の双方が存在することで、インティファーダ

は拡大し、長期化した。この点でインティファーダとは、単なる大衆蜂起ではなく、ある

民族集団がほとんど一丸となって取り組んだ、政治的な取り組みであったとは言えないだ

ろうか。つまり、インティファーダこそは、パレスチナ問題の歴史のなかで、パレスチナ
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人が主体となって起こした最も大きな政治運動だったのである。 

 こうした本稿の結論から中東近現代史を改めて眺めるならば、「アラブの春」を含めて、

大きな大衆運動や蜂起が立ち現れる時、その背景をより時代を遡って分析する必要性が示

される。より具体的に述べれば、その運動や事件が起こった「地域」が形成された時代か

ら分析を行うことによって、大きな政治変動の背景や要因、さらには（場合によっては）

その後の展開を説明することが可能になるだろう。もちろん、あらゆる政治的事象には、

本稿で見てきたような長期的な要因や背景に加えて、短期的な要因（インティファーダの

場合で言えば、ガザ地区での交通事故）が存在する。それでも長期的な要因や背景に着目

する意義とは、ある大きな出来事を歴史的な文脈のなかに位置づけ、その出来事を通して

地域全体の姿を再構築して示す点にある。地域研究が他のディシプリンの事例研究と異な

る貢献をなし得るとしたら、こうした文脈化、地域の新しい姿の提示に取り組むことを除

いて他にはないだろう。インティファーダを通して本稿が見てきたものとは、パレスチナ

という地域の一つの姿なのである。 

 

分析の限界と今後の課題 

もちろん、本稿の分析によって、インティファーダをめぐる疑問のすべてが解かれたわ

けではない。先行研究と比較して本稿が持つ特徴をあらためて整理すれば、インティファ

ーダを事例に、占領下のパレスチナ市民が展開した政治活動と、PLO の政治外交を関連づ

けて論じた点が新しい。特に、ナーブルスに保管されるインティファーダのリーフレット

を一次資料に加えることで、インティファーダの展開を指導部の動きに着目して分析した

点を特徴として示すことができるだろう。しかしながら、先ほどの例で述べれば、本稿は

インティファーダという出来事を通して、パレスチナ（問題）の一つの姿を提示したに過

ぎない。例えば、本稿の分析が、筆者の調査地である西岸地区に集中していることへの批

判は免れないだろう。また、西岸地区のなかでも都市部に分析の焦点を当てたことで、農

村部や難民キャンプでの具体的な政治活動については、ほとんど分析のなかで扱うことが

できなかった。ヘブライ語を含めたイスラエル側の資料が不足していることも克服すべき

課題である。各地域、各時代におけるパレスチナ人の政治活動を明らかにする取り組みは、

今後の課題としてここに明記しておきたい。 
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巻末資料 

資料１ パレスチナ民族戦線（PNF）政治綱領・1973 年 8 月 15 日 

 

占領地の人民諸君よ 

昨今において、占領地内外のパレスチナ人民すべては、パレスチナ人民の民族的運動に

打撃を与え、その〔運動としての〕性格を否定し、その正当なる大義を抹消しようとする

植民地主義シオニズムの陰謀と攻撃の高まりに直面している。 

 

〔中略〕 

 

占領地の人民は、こうした危機に立ち向かうために互いに呼びかける。多くの意見を経

て、戦う人民の力を動員し、統一する手法として、パレスチナ民族戦線〔PNF〕の結成を〔人

民は〕決定した。これは、本年の初めにカイロで開催された PNC の呼びかけに応えたもの

である。 

 

 次に述べる通り、パレスチナ民族戦線は PLO に代表されるパレスチナの民族運動の切り

離すことができぬ一部であり、この解放運動はアラブの解放運動の一部である。 

 占領地のパレスチナ民族戦線は、以下の行動プログラムを採用する。 

１．シオニストによる占領への抵抗と占領されたアラブの土地を解放するための闘争。 

２．パレスチナ・アラブの人民の合法的権利、ことに土地への自決権と住居への帰還権の

保障。 

３．たとえパレスチナ政体（al-kiyān al-filasṭīnī）や民政（al-idāra al-madanīya）、自治（al-ḥukm 

al-dhātī）、アロン計画などのシオニストの計画であろうと、フサイン国王の計画であろ

うと、アメリカの解決案であろうと、パレスチナ・アラブ人民の大義を抹消し、その

権利を放棄させることを目指す共謀すべてを拒絶。 

４．没収、閉鎖、ユダヤ化に直面するアラブの土地や資産の防衛。 

５．我々アラブの経済の保護。そして破壊によってシオニストの企業に組み込もうとする

占領当局の策略にさらされるアラブの農業、製造業、商業プロジェクトや組織の維持。 

６．シオニストによる操作と解体から我々のアラブの文化や歴史を、特に教育カリキュラ

ムの分野で守ること。 

７．破壊と没収といったシオニストの行動に対して、聖地を保護すること。 

８．人民と土地や、土地を守る英雄的な闘争の結びつきを体現した大衆文化や抵抗文学を

高く評価すること。 

９．シオニストの牢獄で苦しむ我らが同胞に最大限に配慮すること。彼らの苦しみを和ら

げ、その解放を目指す闘争。彼らの家族、子供や妻、親戚への支援。 
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１０．労働組合や学生連合、女性連合、有志団体、宗教組織、社会組織への支持、これら

が代表するグループの権利を守る活動の援助、占領に対する闘争に力を動員すること、

これら諸組織すべてとともにシオニストによる侵入の企てからこれらを守るために行

動すること、分裂と解体、非愛国的なうねりのなかに若者たちをおぼれさせようとす

る占領者による企てに抵抗すること。 

１１．本戦線はパレスチナとヨルダンの兄弟的人民の統一を確認し、ヨルダンが植民地主

義的シオニストの攻撃に対するアラブとパレスチナの闘争が拠点を置く強固な基地に

変化すべきだと宣言する。 

１２．本線線は、占領地内部と外部のパレスチナ人民の民族運動がアラブの解放運動の強

固な一部分であることを確認する。継続するシオニストによる占領と攻撃は、パレス

チナ人民の権利と利益を脅かすのみならず、同胞である他のアラブ人民の権利や存在

そのものすら脅かしている。 

１３．本線線は、社会主義国家によって率いられる世界のすべての進歩的勢力や革命勢力

との友好的繫がりと協調の強化のために闘い、国際分野における我々の正当な大義へ

の友好と支持を増すために行動する。 

〔後略〕 
（出所）PAD1973-no. 239 
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資料２ 1972 年地方議会選挙における市長一覧 

市 市長当選者 得票 
3 月 28 日実施 

ｱｯﾗｰﾊﾞ 
（ʻArrāba） 

ｱﾌｨｰﾌ･ﾑﾊﾝﾏﾄﾞ･ﾊｻﾝ･ｱﾌﾞﾄﾞｩｯﾗﾋｰﾑ（ʻAfīf Muḥammad Ḥasan ʻAbd al-Raḥīm） 294 

ｱﾅﾌﾞﾀｰ 
（ʻAnabtā） 

ﾗﾌｨｰｸ･ｱﾌﾏﾄﾞ･ﾊﾑﾄﾞｩｯﾗｰ（Rafīq Aḥmad Ḥamd Allāh） 
 後にﾜﾘｰﾄﾞ･ﾊﾑﾄﾞｩｯﾗｰ（Walīd Ḥamd Allāh）が就任 

372 

ｴﾘｺ（Arīḥā） ｼｬﾌｨｰｸ･ﾀｳﾌｨｰｸ･ﾊﾞｰﾘｰ（Shafīq Tawfīq Bālī） 613 
ｶﾙｷｰﾘﾔ 

（Qalqīliya） 
ﾑｽﾀﾌｧｰ･ﾌｻｲﾝ･ﾑﾊﾝﾏﾄﾞ･ﾑｽﾀﾌｧｰ･ﾅｯｻﾞｰﾙ（Muṣṭafā Ḥusayn Muḥammad Muṣṭafā Nazzāl） 887 

ｻﾙﾌｨｰﾄ 
（Salfīt） 

ﾊｻﾝ･ﾌｻｲﾝ･ｽﾞｨｰﾙ（Ḥasan Ḥusayn al-Zīr） 信任 

ｼﾞｪﾆｰﾝ 
（Janīn） 

ｱﾌﾏﾄﾞ･ｶﾏｰﾙ･ｲﾌﾞﾗｰﾋｰﾑ･ｻｱﾃﾞｨｰ（Aḥmad Kamāl Ibrāhīm al-Saʻdī） 858 

ﾄｩｰﾊﾞｰｽ 
（Ṭūbās） 

ﾊｰｼﾑ･ｽﾗｲﾏｰﾝ･ｻｰﾘﾌ･ﾀﾞﾗｰｸﾞﾏ（Hāshim Sulaymān Ṣāliḥ Darāghma） 665 

ﾄｩｰﾙｶﾙﾑ 
（Ṭūlukarm） 

ﾋﾙﾐｰ･ﾕｰｽﾌ･ﾊﾇｰﾝ（Ḥilmī Yūsuf Ḥanūn） 1651 

ﾅｰﾌﾞﾙｽ 
（Nābulus） 

ﾊｰｯｼﾞ･ﾏｱｽﾞｰｽﾞ･ﾐｽﾘｰ（al-Ḥājj Maʻzūz al-Miṣrī） 3168 

ﾔｱﾊﾞﾄﾞ 
（Yaʻbad） 

ﾑﾙｰﾌ･ｱﾆｰｽ･ｶｰｽｨﾑ･ﾊﾏｰﾙｼｬ（Murūḥ Anīs al-Qāsim Ḥamārusha） 417 

5 月 2 日実施 
ｽｨﾙﾜｰﾄﾞ 

（Silwād） 
ﾊｰｯｼﾞ･ﾑｰｻｰ･ﾑﾊﾝﾏﾄﾞ･ﾊﾑﾀﾞｰﾝ（al-Ḥājj Mūsā Muḥammad Ḥamdān） 96 

ﾃﾞｲﾙ･ﾃﾞｨﾌﾞﾜｰﾝ 
（Dayr Dibwān） 

ﾕｰｽﾌ･ﾑﾊﾝﾏﾄﾞ･ｶﾞﾝﾅｰﾑ（Yūsuf Muḥammad Ghannām） 220 

ﾄﾞｩｰﾗｰ 
（Dūrā） 

ﾑﾊﾝﾏﾄﾞ･ﾑｰｻｰ･ｱﾑﾙ（Muḥammad Mūsā ʻAmr） 248 

ﾊﾞﾆｰ･ｻﾞｲﾄﾞ 
（Banī Zayd） 

ﾌｧｰｲｸ･ｱﾘｰ･ﾘｰﾏｰｳｨｰ（Fā’iq ʻAlī al-Rīmāwī） 152 

ﾊﾙﾌｰﾙ 
（Ḥalḥūl） 

ﾋｼﾞｬｰｽﾞｨｰ･ﾑﾊﾝﾏﾄﾞ･ﾊﾘｰﾙ･ﾏﾃﾞｨｰﾔ（Ḥijāzī Muḥammad Khalīl Maḍīya） 190 

ﾋﾞｰﾙｾﾞｲﾄ 
（Bīrzayt） 

ｽﾞｨﾔｰﾀﾞ･ﾔｱｸｰﾌﾞ･ｽﾞｨﾔｰﾀﾞ（Ziyāda Yaʻqūb Ziyāda） 248 

ｱﾙ=ﾋﾞｰﾚ 
（al-Bīra） 

ｱﾌﾞﾄﾞｩﾙｼﾞｬﾜｰﾄﾞ･ｻｰﾘﾌ（ʻAbd al-Jawād Ṣāliḥ） 1318 

ﾍﾞｲﾄｩｰﾆﾔｰ 
（Baytūniyā） 

ﾌｧﾌﾘｰ･ｲｰｻｰ･ｲｽﾏｰｲｰﾙ（Fakhrī ʻĪsā Ismāʻīl） 256 

ﾍﾞｲﾄ･ｻｰﾌｰﾙ 
（Bayt Sāḥūr） 

ｱﾜﾄﾞ･ﾊｰｯｼﾞ･ｼﾞｬﾌﾞﾙ･ｱｳﾄﾞｩｯﾗｰ･ﾋﾝﾃﾞｨｰ（ʻAwaḍ al-Ḥājj Jabr ʻAwd Allāh Hindī） 803 

ﾍﾞｲﾄ･ｼﾞｬｰﾗｰ 
（Bayt Jālā） 

ﾌｧﾗﾌ･ｻｰﾊﾞｰ･ｱｱﾗｼﾞ（Faraḥ Sābā al-Aʻraj） 453 

ﾍﾞﾂﾚﾍﾑ 
（Bayt Laḥm） 

ｲﾙﾔｰｽ･ﾌﾗｲｼﾞ（Ilyās Furayj） 998 

ﾍﾌﾞﾛﾝ 
（al-Khalīl） 

ﾑﾊﾝﾏﾄﾞ･ｱﾘｰ･ｼﾞｬｱﾊﾞﾘｰ（Muḥammad ʻAlī al-Jaʻbarī） 信任 

ﾗｰﾏｯﾗｰ 
（Rām Allāh） 

ｶﾘｰﾑ･ﾊﾗﾌ（Karīm Khalaf） 843 

（出所）al-Quds, 30 Mar. 1972., 4 May. 1972.などを参考に筆者作成 
（注）ｽｨﾙﾜｰﾄﾞ､ﾃﾞｲﾙ･ﾃﾞｨﾌﾞﾜｰﾝ､ﾊﾞﾆｰ･ｻﾞｲﾄﾞ､ﾍﾞｲﾄ･ｻｰﾌｰﾙに関しては他資料での追加確認ができなかった 
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資料３ 1976 年地方議会選挙における市長一覧 

市 市長当選者（＊再選） 得票 
ｱﾅﾌﾞﾀｰ 

（ʻAnabtā） 
ﾜﾋｰﾄﾞ･ﾊﾑﾄﾞｩｯﾗｰ（Waḥīd al-Ḥamd Allāh） 806 

ｱｯﾗｰﾊﾞ 
（ʻArrāba） 

ﾏﾌﾑｰﾄﾞ･ｱﾌﾞﾄﾞｩﾙﾌｧｯﾀｰﾌ･ｱﾌﾞﾄﾞｩﾙｶﾞﾆｰ･ｱｰﾘﾀﾞ（Maḥmūd ʻAbd al-Fattāḥ ʻAbd al-Ghanī 
al-ʻĀriḍa） 

447 

ｴﾘｺ 
（Arīḥā） 

ｼｬﾌｨｰｸ･ﾀｳﾌｨｰｸ･ﾊﾞｰﾘｰ（Shafīq Tawfīq Bālī）* 
 ｱﾌﾞﾄﾞｩﾙｱｽﾞｨｰｽﾞ・ｽﾜｲﾃｨｰ（ʻAbd al-ʻAzīz al-Suwayṭī）が前任者死後に後任 

830 

ｶﾊﾞｰﾃｨｰﾔ 
（Qabāṭīya） 

ﾑﾊﾝﾏﾄﾞ･ﾊﾘｰﾙ･ｻﾊﾞｰｲﾅ（Muḥammad Khalīl Sabāʻina） 610 

ｶﾙｷｰﾘﾔ 
（Qalqīliya） 

ｱﾐｰﾝ･ｲﾌﾞﾗｰﾋｰﾑ･ﾅｽﾙ（Amīn Ibrāhīm al-Naṣr） 1950 

ｻﾙﾌｨｰﾄ 
（Salfīt） 

ﾊｻﾝ･ﾌｻｲﾝ･ｱﾌﾞﾄﾞｩﾙｶｰﾃﾞｨﾙ･ｽﾞｨｰﾙ（Ḥasan Ḥusayn ʻAbd al-Qādir al-Zīr）＊ 802 

ｼﾞｪﾆｰﾝ 
（Janīn） 

ｱﾌﾏﾄﾞ･ｶﾏｰﾙ･ｲﾌﾞﾗｰﾋｰﾑ･ｻｱﾃﾞｨｰ（Aḥmad Kamāl Ibrāhīm al-Saʻdī）* 1746 

ｽｨﾙﾜｰﾄﾞ 
（Silwād） 

- - 

ﾄｩｰﾊﾞｰｽ 
（Ṭūbās） 

ﾊｰｼﾑ･ｽﾗｲﾏｰﾝ･ｻｰﾘﾌ･ﾀﾞﾗｰｸﾞﾏ（Hāshim Sulaymān Ṣāliḥ Darāghma）＊ 865 

ﾄﾞｩｰﾗｰ 
（Dūrā） 

ﾑﾊﾝﾏﾄﾞ･ﾑｰｻｰ･ｱﾑﾙ（Muḥammad Mūsā ʻAmr）＊ 654 

ﾄｩｰﾙｶﾙﾑ 
（Ṭūlukarm） 

ﾋﾙﾐｰ･ﾊﾇｰﾝ（Ḥilmī Ḥanūn）＊ 3163 

ﾅｰﾌﾞﾙｽ 
（Nābulus） 

ﾊﾞｯｻｰﾑ･ｱﾌﾏﾄﾞ･ｼｬｶｱ（Bassām Aḥmad al-Shakʻa） 6617 

ﾊﾞﾆｰ･ｻﾞｲﾄﾞ 
（Banī Zayd） 

- - 

ﾊﾙﾌｰﾙ 
（Ḥalḥūl） 

ﾑﾊﾝﾏﾄﾞ･ﾊｻﾝ･ｱﾌﾞﾄﾞｩﾙﾗﾌﾏｰﾝ･ﾐﾙﾋﾑ（Muḥammad Ḥasan ʻAbd al-Raḥmān Milḥim） 639 

ﾋﾞｰﾙｾﾞｲﾄ 
（Bīrzayt） 

ｽﾞｨﾔｰﾀﾞ･ﾔｱｸｰﾌﾞ･ｽﾞｨﾔｰﾀﾞ（Ziyāda Yaʻqūb Ziyāda）＊ 428 

ｱﾙ=ﾋﾞｰﾚ 
（al-Bīra） 

ｲﾌﾞﾗｰﾋｰﾑ･ﾀｳｨｰﾙ（Ibrāhīm al-Ṭawīl） 1351 

ﾍﾞｲﾄｩｰﾆﾔｰ 
（Baytūniyā） 

ｱﾌﾏﾄﾞ･ﾙﾄｩﾌｨｰ（Aḥmad Luṭfī） 411 

ﾍﾞｲﾄ･ｻｰﾌｰﾙ 
（Bayt Sāḥūr） 

ﾊﾝﾅｰ･ﾌｰﾘｰ･ｱﾄﾗｼｭ（Ḥannā Khūrī al-Aṭrash） 1443 

ﾍﾞｲﾄ･ｼﾞｬｰﾗｰ 
（Bayt Jālā） 

ﾋﾞｼｬｰﾗ･ｻﾘｰﾊﾞｰ･ｽﾗｲﾏｰﾝ･ﾀﾞｰｳｰﾄﾞ（Bishāra Ṣalībā Sulaymān Dāwūd） 1196 

ﾍﾞﾂﾚﾍﾑ 
（Bayt Laḥm） 

ｲﾙﾔｰｽ･ﾌﾗｲｼﾞ（Ilyās Furayj）＊ 1969 

ﾍﾌﾞﾛﾝ 
（al-Khalīl） 

ﾌｧﾌﾄﾞ･ﾀﾞｰｳﾄﾞ･ﾑﾊﾝﾏﾄﾞ･ｱﾌﾞﾄﾞｩｯﾗｰ･ｶﾜｰｽｨﾐｰ（Fahd Dāwud Muḥammad ʻAbd Allāh 
al-Qawāsimī） 

5116 
 

ﾔｱﾊﾞﾄﾞ 
（Yaʻbad） 

ﾑﾙｰﾌ･ｱﾆｰｽ･ｶｰｽｨﾑ･ﾊﾏｰﾙｼｬ（Murūḥ Anīs al-Qāsim Ḥamārusha）＊ 692 

ﾔｯﾀｰ 
（Yaṭṭā） 

ｱﾌﾏﾄﾞ･ﾑｰｻｰ･ｱﾌﾞｰ･ｸﾊﾞｲﾀ（Aḥmad Mūsā Abū Qubayṭa） 829 

ﾗｰﾏｯﾗｰ 
（Rām Allāh） 

ｶﾘｰﾑ･ﾊﾗﾌ（Karīm Khalaf）＊ 2215 

（出所）al-Quds, 8 Apr. 1976., 14 Apr. 1976., 15 Apr. 1976.などを参考に筆者作成 
（注）ｴﾘｺ､ｶﾊﾞｰﾃｨｰﾔ､ｼﾞｪﾆｰﾝに関しては他資料での追加確認ができなかった 
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資料４ キャンプ・デーヴィッド合意抗議集会の声明・1978 年 9 月 28 日 

キャンプ・デーヴィッド合意によって引き起こされた一連の出来事と情勢のなかで、エ

ルサレムと周辺地域の住民の多くのグループが集った。すべての組合とイスラームおよび

キリスト教の宗教組織、女性組織、商工会議所、福祉団体、クラブ、エルサレムと地域の

選ばれた人々が、エルサレムのアラブ大卒者クラブの建物に集い、以下の声明を発行する

ことを決定した。 

１．キャンプ・デーヴィッド合意に関して、その文章すべて、付属文書すべて、これに署

名した者の口から発せられる説明すべてを徹底的に拒絶することを宣言する。 

２．キャンプ・デーヴィッド合意は闘争的な民族主義と相容れないものである。その実態

はエジプトとイスラエルの単独和解を意味する合意であり、その第一の目的はエジプ

トをアラブの戦線から外し、パレスチナの大義を巡る争いを占領されたエジプトの砂

だらけの区画（misāḥa min al-rimāl）を巡る争いに替えることである。 

３．キャンプ・デーヴィッド合意は、アラブ首脳会議のすべての諸決定に全般的な形で明

確に反している。ことにアルジェとラバトで開催された第 6 回首脳会議と第 7 回首脳

会議に反しており、両会議では決議で単独解決を拒否することが明確に述べられ、す

べての分野で協働することを諸勢力に求めている。同合意はアラブ連盟憲章と、アラ

ブ共同防衛協定にも反したものである。 

４．同じく、キャンプ・デーヴィッド合意は、パレスチナ問題に関して続いた国際連合機

関の諸決定すべてに明らかに反しており、国際的な意志に明らかに制限をかけ、パレ

スチナ人民の当然の権利を著しく侵害しているに等しい。 

５．かの合意はアラブの連帯を揺るがし、シオニストの根幹的な基礎を担保した。それは

アラブの全ての国家と別々に二国家交渉を行うとの原則であり、つまり紛争に取り組

む際の地域主義と地域の利害の優先を課すことになる。この論理は、パレスチナ問題

を著しく危険にさらすものである。 

６．キャンプ・デーヴィッド合意は、パレスチナ・アラブ人民の権利を否定し、PLO がそ

の唯一にして正当な代表であるとの指摘も無視し、帰還と自決、そして自らの土地へ

の自由な独立国家を建設する権利への言及も無視した。 

７．キャンプ・デーヴィッド合意は、イスラエルに対してアラブのエルサレムや西岸地区、

ガザ地区、その他アラブの土地から撤退することを義務づけなかった。提示された自

治は占領を保障し、占領を根付かせ、土地に組み込み、人民をイスラエルが恒常的に

管理することを明確に意味している。これは占領地の住民全体が拒否したベギンの計

画の焼き直しである。 

８．会議参加者は、パレスチナ人民の闘争はかつても、また現在も統一と自由、進歩のた

めのアラブ人民の戦いの切り離せぬ一部であると考えている。したがってこの地域の

歩みは、敵勢力がいかに分裂を試みようとも共同、統一したものであり、占領地内部

のと外部のパレスチナ人民は、切り離しがたい一つのものである。 
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９．人民の民族的（al-qawmīya）、歴史的権利は、いかなる場合も侵害されべからざるもの

であると確認する。この権利はある世代や国家、指導者の所有物ではなく、パレスチ

ナ問題はアラブの問題であり、アラブの〔パレスチナに対する〕責任は、いかなるア

ラブの国家でもこれを諦めたり放棄したりできる類いのものではない。 

１０．占領下のアラブの土地（al-arāḍī al-ʻarabīya al-muḥtalla）から完全かつ実際にイスラエ

ル軍が撤退し、パレスチナ人民に帰還権と自決権、自らの土地への自由で独立した国

家の建設の権利を与えることなしに平和はないと確認する。また、パレスチナ・アラ

ブ人民の唯一にして正当な代表である PLO のもとで、エルサレムと西岸地区、ガザ地

区においてパレスチナ・アラブの主権が行使されることなしにこの地域で平和が安定

することはないと確認する。 

１１．会議参加者は、これらすべての危険を含んだキャンプ・デーヴィッド合意が、アラ

ブ人民に対して、政府、人民、組織のレベルで課せられており、これに対抗してアラ

ブ大衆の意志と民族的願いを真摯に反映した立場をとるべきと考えている。 

１２．占領地のすべての住民は、キャンプ・デーヴィッド合意において言及される新たな

自治を受け入れさせようと現在行われている企みに対して、統一した〔拒絶の〕立場

をとること、これを手助けする行為を非難することを呼びかける。 

 

ヒルミー・ムフタスィブ師 イスラーム〔高等〕機構代表 

サアドゥッディーン・イルミー師 裁判官、エルサレム・ムフティー 

アクラマ・サブリー師 説教と導き部局長（Mudīr al-Wa‘ẓ wa al-Irshād） 

ルトゥフィー・ラハーム博士 ローマ・カトリック総主教副代表 

アンワル・ヌサイバ弁護士 

サイード・アラーウッディーン弁護士 

タイスィール・カヌアーン裁判官 

ハサン・アブー・ミーザル裁判官 

ズライハ・シャハービー女史 アラブ女性連合会長 

アミーン・ハティーブ博士 福祉団体連合会長 

サミール・カーティバ医師 医師協会代表 

ジュリース・フーリー弁護士 弁護士組合代表 

イブラーヒーム・ダッカーク技師 技師組合代表 

ナスィーブ・アブドゥッラティーフ博士 歯科医師組合代表 

イスマーイール・タズィーズ氏 薬剤師組合代表 

ファーイク・バラカート氏 エルサレム市議会議員 

ムハンマド・アブー・アムル氏 商工会議所委員 

アブドゥッラウーフ・アブー・アサブ氏 飲食業組合 

ファーイズ・アブドゥンヌール氏 商工会議所委員 
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ナビール・アッザ氏 電気会社職員組合代表 

サラーフ・ズハイカ氏 公務員組合代表 

ハサン・キーク技師 技師組合 

アミーン・ハティーブ博士 アラブ大卒者クラブ会長 

アブドゥッラー・ビブリー博士 アラブ大卒者クラブ・運営局委員 

ヴィクトル・バタールサ博士 アラブ大卒者クラブ・運営局委員 

アズミー・シュアイビー博士 アラブ大卒者クラブ・運営局委員 

アブドゥルムフスィン・ハマーム博士 アラブ大卒者クラブ・運営局委員 

ハーシム・ハリール・イーサー博士 アラブ大卒者クラブ・運営局委員 

 
（出所）PAD1978-no. 348 
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資料５ キャンプ・デーヴィッド合意への反対会議の声明・1978 年 10 月 1 日 

 

１．この合意に関し、その文書ならびに解説、付属文書のすべてを大枠から詳細にいたる

まで拒絶する。 

２．キャンプ・デーヴィッド合意は闘争的な民族主義と相反する性格のものである。同合

意は実際にエジプトとイスラエルの間の単独和解をもたらすものであり、これは本質

的にエジプトをアラブの陣営（al-sāḥa al-‘arabīya）から離脱させ、アラブとアフリカの

解放運動に打撃を与えることを目的としたものである。 

３．この合意は、アラブ諸国首脳会議の諸決定、ことにアルジェとラバトの首脳会議の決

定に明らかに違反している。両会議では、明確に単独〔交渉による〕解決を拒絶する

ことが決定され、すべての分野で協働することを諸勢力に求めている。 

４．この合意は、パレスチナ問題に関する国連総会の諸決議と相反するものであり、国際

〔社会の〕意志に著しく挑戦し、パレスチナ人民の当然の権利を侵害するものである。 

５．この合意は、パレスチナ人民の諸権利と相反するものであり、中東で闘われ続けてい

る正当なる問題をないがしろにするものである。パレスチナ人民の剝奪された権利や

土地に対する権利を無視し、パレスチナ・アラブ人民の唯一にして正当な指導者であ

る PLO という正当なる指導部をも無視し、反対にかつて幾度も人民がそのすべてにお

いて拒絶した自治〔状態〕をつくり出すことによって、占領下に〔PLO の〕替え玉の

指導部をつくり出そうとしている。 

６．パレスチナ人民の闘争は、かつても現在もアラブ人民の自由と統一と発展のための闘

争の一部、そして世界の解放運動の切り離せぬ一部であり、占領地内部および外部の

パレスチナ人民は切り離せぬ一体のものである。 

７．この地域の平和は、占領下のアラブの土地からイスラエル軍が完全に、かつ実際に撤

退し、パレスチナ人民に帰還権と自決権、そしてこの大地にエルサレムを首都として

独立した自由な国家を建設する権利を与えることなしには実現されない。 

８．自治の計画は、形としても概念としても否定された。我々はこの計画を占領に貢献す

るものとみなしており、人民の抑圧を続け、計画で謳われた諸権利を取り上げ、人民

の大志や故郷への権利、自決権そのものまでもくつがえすための公の協議であると考

える。 

９．パレスチナの脈打つ心臓である愛すべきエルサレムというこの地から、我々は全国の

アラブ大衆に宛てて、内部と外部における民族的統一性を堅持し、正当なる代表 PLO

のもとに集うことを確認し、提示された自治〔計画〕やその他の降伏的な解決案を通

過させようとする破滅的な試みすべてに対して一人の人物であるかのように〔対峙せ

よ〕と〔メッセージを〕送る。 

 

この場において、我々は域内と域外のパレスチナ人民、英雄的な死者たち、「イスラエル」
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の牢獄にある囚人たちに敬意を表する。また、忍耐・抗戦戦線（Jabha al-Ṣumūd wa al-Taṣaddī）

と、同戦線によるトリポリとダマスカスでの 2 つの首脳会議の諸決定に敬意を表する。そ

れら諸決定は、アラブ民族がその闘争を通じて刻んできたアラブの闘争的立場の延長とみ

なすことができる。そして、我々は、我々の権利を支持する明確な立場をとるすべての同

盟国、友好国に敬意を表する。 

 

イスラーム〔高等〕機構代表ヒルミー・ムフタスィブ師、ルトゥフィー・ラハーム博士、

バッサーム・シャカア、アミール・ナスル、ムスタファー・アブドゥンナビー博士、ヒル

ミー・ハヌーン、ジョルジ・ハズブーン、アズミー・シュアイビー博士、ムーサー・マフ

ムード・ムーサー、アブドゥッラー・アブドゥルハミード・スライマーン、ヒシャーム・

アーディル・アブド、ムハンマド・サフワーン、ヤースィル・アスラーン、アター・バド

ル、ムハンマド・アウラターニー、ジュリース・フーリー弁護士、ハサン・ダフラ、イブ

ラーヒーム・アウドゥッラー、イスマーイール・タズィーズ、ムハンマド・シャーキル・

ウサイリー、イブラーヒーム・ハサン、ハサン・ムーサー・ムスタファー、ムハンマド・

アッバース・アブドゥルハック、ユースフ・ハリーファ、ファリード・タワーシャ、ヤア

クーブ・ファラーフ、アブドゥルムヌイム・マンスール、ワジュディー・ナトシャ博士、

ラスミー・マタリーヤ、フワード・リズク、イスマーイール・アジュワ、カリーム・ハラ

フ、ムハンマド・ムーサー・アムル、ジャミール・ウスマーン・ナースィル、ブルハーン・

ヤイーシュ、アブド・イスマーイール、アブドゥッラー・ムハンマド・アブドゥルジャー

ビル、ムバーラク・アブドゥルハーディー、ニムル・ハマド、ムハンマド・アブドゥルカ

リーム・アブー・リヤーン、アウダ・タンティース牧師、サミール・カーティバ博士、ア

フマド・シャウキー・ムーサー、ヌクーラー・ファリード・アウダ博士、サイード・アラ

ーウッディーン、アミーン・シャハーダ、アフマド・ウスマーン、サラーフ・ズハイキー、

アブドゥルアズィーズ・アリー、ムハンマド・ハリール・カッザーズ、アブドゥッラー・

ムハンマド・アフマド・ミシュアル、サリーム・スライマーン、ジャースィル・ムスリフ、

ハルドゥーン・アブドゥルハック、ジャミール・タリーフィー、ジャマール・シャクーカ

ーニー、イブラーヒーム・アブー・ガルビーヤ、ザヒーラ・スース、ラージフ・サルフィ

ーティー、アミーン・バハジ博士、スライマーン・イブラーヒーム、ムハンマド・ハサン・

ミルヒム、ムルーフ・アニース・カースィム、マフムード・アブドゥルファッターフ・ア

ワーダ、アミーン・ハティーブ博士、ハンナー・ムーサー・カスィース、ファフド・イス

マーイール・ムハンマド、ムスタファー・ユースフ・ハマド、ムハンマド・ユースフ・バ

グダーディー、ハーティム・アブー・ガザーラ博士、ハリール・アブドゥッラフマーン、

フサイン・ファラフ・タウィール、ユースフ・ムッラール、イブラーヒーム・ダッカーク、

ヒジャーズィー・ラシード、ナスィーブ・アブドゥッラティーフ博士、マフムード・ムー

サー・アムル、アブドゥッラー・アウダ・ラジューブ、イスハーク・ナトシャ、アリー・

ハイルッディーン、ムハンマド・アブー・ガルビーヤ、アドナーン・ダーギル、マーリク・
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アフィーフ・ハーッジ・イブラーヒーム、アブドゥルムフスィン・ハマーム、ザキー・マ

ーリキー、イブラーヒーム・アーイシュ、ハサン・ジャラード、ユースフ・ファルハーン、

アラファート・バルグーティー、アブドゥッラウーフ・アブー・アサブ、ルトゥフィー・

リハーム 

 

（出所）PAD1978-no. 352 
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資料６ インティファーダのリーフレット関連資料（刊行物と公開資料） 

資料名 収録数 収録期間 対象組織 その他 
Mishal and Aharoni［1994］ 51 本 1987年 12月～

1991 年 5 月 
統一指導部 
ハマース 

ハマースの収録番号に一

部誤りあり 
パレスチナ蜂起統一民族指導部

［1993］ 
47 本 1988 年 1 月～

1989 年 10 月 
統一指導部 欠番なし（第 1 号～第 47

号） 
Anonymous［1989］ 49 本 1988 年 1 月～

1989 年 12 月 
統一指導部  

Munaẓẓama al-Taḥrīr al-Filasṭīnīya
［1989］ 

30 本 1988 年 1 月～

1988 年 12 月 
統一指導部  

al-Qiyāda al-Waṭanīya 
al-Muwaḥḥada［1990］ 

30 本 1988 年 1 月～

1988 年 12 月 
統一指導部 欠番なし（第 1 号～第 30

号） 
Ḥaraka al-Muqāwama al-Islāmīya

［1990］ 
62 本 1989年 11月～

1990 年 11 月 
ハマース 連番付の通常版に加え

て、臨時声明も収集 
Web サ イ ト : WAFA. “Bayānāt 
al-Intifāḍa.” 

89 本 1988 年 1 月～

1994 年 3 月 
統一指導部  

Legrain［1991］ 149 本 1987年 12月～

1988 年 12 月 
統一指導部 
ハマース 
イスラエル当局 

（イスラーム聖戦） 
（PFLP） 

攪乱リーフレット 18 本を

収録 

IISH コレクション 70 本 1988 年 1 月～

1989 年 7 月 
統一指導部 
PFLP 
パレスチナ共産党 

（DFLP） 
（ファタハ） 
（ハマース） 

圧倒的に統一指導部が多

い 

Web サイト : Birzeit University, 
Palestine Archive 

約 150～
200 本 

1987年 12月～

1994 年 8 月 
統一指導部 
ハマース 
イスラーム聖戦 

一部に WAFA からの転載

があり、重複が多数存在 

Ṣāliḥ［1991］ 80 本 1988 年 1 月～

1991 年 6 月 
イスラエル当局 その他 8 本の文書が参考

資料として付随 
ナーブルス市立図書館 861 本 1987年 10月～

1996 年（2006
年） 

統一指導部 
ファタハ 
ハマース 
DFLP 
PFLP 
共産党 
イスラーム聖戦 
解放党 
アラブ解放戦線 
その他 

 

（出所）収集資料から筆者作成 
（注）「対象組織」で括弧付は収録数が極端に少ないことを示す 
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資料７ ハマース第一号声明・1987 年 12 月 14 日 

慈悲ふかく慈愛あまねきアッラーの御名において 

汝ら、信徒の者、忍耐強くあれ。互いに忍耐を競い合え。己が護りを固うせよ。アッラー

を畏れかしこめ。さすれば汝らやがて栄達の道に行くであろう。**1 

おお備えある我がムスリムの人々よ： 

諸君らは今日、ユダヤ人とその支援者に対するアッラーの宿命の約束のうえにある。い

な、諸君ら自身が、完全にして至高なるアッラーのお許しによって遅かれ早かれ彼らの存

在の源を根こそぎにするというこの宿命の一部なのである。 

ウンマの栄光と名誉のため、故郷での権利を取り戻し、アッラーの旗を地上に掲げるた

めに、この一週間で自らの魂を差し出した何十人もの殉教者と何百人もの負傷者、彼らは

我が人民に与えられた犠牲と献身の誠実なる魂のあらわれである。この魂はシオニストの

安眠を打ち破りその存在を揺るがし、世界に対して、死を望む人民は死ぬことがないのだ

と見せつけた。 

足かせや牢獄、収容所にも拘わらず、犯罪的な占領のもとで我が人民が味わう苦しみに

も拘わらず、日々流される滝のような血にも拘わらず、また負傷にも拘わらず、我が人民

が弾圧と高慢に対する忍耐と強固さにおいて勝っていることをユダヤ人は理解すべきであ

る。ついには暴力の政治が我が子らと若者たちによってより激しく応酬されるだろうとい

うことを知るべきである。なぜなら、我が子らと若者たちは、我が敵が現世を愛するより

も勝って永遠の楽園を愛するからである。 

占領とその圧力すべてを拒否し、大地を切り裂き入植地を植え付ける政治を拒否し、シ

オニストによる抑圧の政治を拒否して、占領地で備えについた我が人民の蜂起が起きた。

やせ細った平和の裏で、そして無駄な国際会合の裏で、キャンプ・デーヴィッド方式での

不誠実で不完全な和平の裏で、枯れ果てた良心を叩くために蜂起が起きた。イスラームこ

そが解決であり、代替案なのだと証明されなければならない。 

さぁ、無自覚な入植者たちに教えてやろう。我が人民がその道、すなわち殉教と犠牲の

道を過去にも今にも知っているということを。我が人民がこの地上における高貴なる者で

あることを。弾丸や内通者、恥ずべき行為にも拘わらず、軍事政策と入植政策は何ももた

らさず、我が人民を霧散させ絶滅させようとするすべての試みは打ち砕かれるであろうこ

とを。 

暴力は暴力しか生まず、殺人は殺人にしか至らないことを彼らに知らしめよう。「私は溺

れている。なぜ〔いまさら〕濡れることを恐れるだろうか？」という言葉は正鵠を得てい

る。 

犯罪的なシオニストたちへ： 

我が人民、町、難民キャンプ、そして村からその手を引け。我々の諸君らとの闘いは、
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信条と存在、そして命をかけた闘いである。 

我が人民に対してユダヤ人がナチ的な罪を犯していることを世界に知らしめよう。彼ら

は同じ器から飲む者たち〔同じ穴のむじな〕なのである。 

暫くすればきっとお前たちにも真相がわかるであろう。**2 

 

イスラーム抵抗運動 

1987 年 12 月 14 日 
 

（出所）Legrain［1991］、 al-Ḥurūb［1997］、 Hroub［2000］を参照し筆者翻訳 
**1 クルアーン「イムラーン一家」章第 200 節。翻訳は井筒俊彦によるものに依拠した。 
**2 クルアーン「サード」章第 88 節。翻訳は井筒俊彦によるものに依拠した。 
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資料８ タイプライターによる打ち直しで誤記が生じた例 

統一指導部による第 30 号リーフレット（1988 年 12 月 5 日付）では、誤記が確認される。

後者では、リーフレット（bayān, bayānāt）が党派（tayyār, tayyārāt）に、動詞の「〔PFLP は〕

信じる」（tu’minu）が「〔我々は〕信じる」（nu’minu）へと変化している。また、「民族的な」

（al-waṭanīya）と「代表性」（tamthīl）という言葉が、後者では不必要に重複している。 

 

 

Legrain［1991］が掲載する文書 

 
統一指導部のあらゆるリーフレットへの既述の理解にもかかわらず、政治的立場として 242 号決議を

拒否した PFLP は、民族的統一、ならびに統一指導部を含めた PLO の枠組みと諸組織の代表性を〔依

然として〕強固に信じている。 

ナーブルスに保管される文書 

 
（出所）Legrain［1991: 306］; NAB, UNL_31 
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資料９ ファタハ・ハマース合同声明・1991 年 11 月 16 日 

慈悲深く慈愛あまねきアッラーの御名において 

これ汝ら、信徒の者よ、毅然として正義を順守し、アッラーの前に証言せよ。たとえ〔そ

の証言が〕自分自身や両親、或は近親の者に不利であろうとも。**1 

全能なるアッラーは真実を話される 

 

パレスチナ解放運動・ファタハ、およびイスラーム抵抗運動・ハマースによる声明 

 

アッラーと民族、歴史に対する自らの責任に鑑み、忍耐強い人民の良心に応え、ファタ

ハとハマース両組織の間で 1990 年 9 月 21 日に署名された文書**2 の精神に則り、身体的に

も権利の上でも冒瀆と破壊の機会をうかがう民族の敵につけいる隙を与えぬため、我々は

両組織の構成員間での最近の軋轢に関して共に検討を行い、差異の溝よりも対話の場が重

要であることを深く、また客観的に見出した。したがって、我々は、自らが生きる現実と

この非常に深刻な状況に対する行動のあり方を規定するために、次の指針を宣言する。 

（１）政治的見解の相違は、権利を奪い去った者からその権利を取り返そうとするすべての

闘争的な民族運動に不可避の現象であり、したがって、ある党派が他の党派にその

政治的考えや見解の表明を禁じる権利などない。むしろ、我々が現状に直面するな

かで多くの見解が存在することは、巨大な危機を目の前にした人民の全体的立場に

とって力となる。 

（２）いかなる党派も、解決策となる選択肢に関して自らの立場を表明する自由があるとの

取り決め、また、この表明は差異とともに理性的な性格を持つべきであるとの取り

決めから、我々はこの原則に反するすべての事柄、特に以下を拒否する。 

A. 人民や、意見を異にする集団に対する暴力の行使や攻撃。意見は強制されるものでは

なく提示されるべきものであり、人民はそれに〔支持のために〕集い、または〔拒否

のために〕それを払いのける。 

B. 他の立場に対して、個人への冒瀆や中傷、人を雇っての攻撃や非難など、金銭的手段

に訴えること。これには、壁に書き付けること、拡声器や檀上、連帯または抗議デモ

や集会において発言することも含まれる。 

C. 民族的な党派の行動が闘争や破壊にさらされること。意見表明の権利は、言説、デモ、

集会、ストライキにおいてすべての者に認められており、これらすべては見解を表明

するための演壇であって、必ずしも人民に見解を押し付けるものではない。他の〔党

派の〕発言を抑圧することも、管理することも〔あらゆる〕党派には認められない。 

（３）大学や学校、学習教室など、学生や若者が集う場所は、意見表明の場であって、非難

し合う場ではない。これらは非常に重要な場であり、教育活動に悪影響を及ぼす軋

轢や意見の相違が現れることをすべて避けることがふさわしい。我々は各所にフォ

ローアップ委員会を設立し、意見表明に伴うすべての悪しき現象に終止符を打つこ
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とを呼びかける。 

（４）イスラエルの情報機関は、対立と軋轢のすべてに喜び沸き立っている。したがって、

我々は人民にたいして、我々を無限の闘争に落とし込む目的を持ったこれらの情報

筋から情報を得ないように呼びかける。情報の差異や取るに足らない出来事の氾濫

が我々の強固さを覆い隠している。諜報情報に十分に注意せよ。 

（５）占領を否定する手段と生活のあり方としてインティファーダを選んだことは、我々全

員の選択である。すべての党派がインティファーダを支持し、これに手段と参考と

なる指針を求める権利がある。誰もが占領を望んでおらず、手段は変化するのであ

る。 

（６）我々は〔事態の〕フォローアップを認め、起こっているすべての事態と意見の対立を

解決するうえでお互いに近しくある。占領を拒絶する塹壕に我々は〔共に〕入って

おり、我々はすべてのメンバーと幹部に対して、この指針を順守し、対話と真実の

判定がなされることを呼びかける。 

 

英雄的なわが人民よ。諸君が皆、占領の抑圧を克服し、自由と独立の光にたどり着く我々

の助けとなるために、我々は諸君に対してこの指針を示す。 

 

諸君のうえに平穏とアッラーの慈悲と恵みがあらんことを 

 

パレスチナ解放運動・ファタハ          イスラーム抵抗運動・ハマース**3 

1991 年 11 月 16 日 

 
（出所）NAB, H(N.N.)_58; F(N.N.)_127 

**1 クルアーン「女」章第 134 節。翻訳は井筒俊彦によるものに依拠した。 

**2 ファタハとハマースの間で合意文章が 1990年 9月 21日に署名されている。

日付が 9 月 19 日と若干異なるが、Ḥaraka al-Muqāwama al-Islāmīya［1990］

には、この共同文書が収録されている。 

**3 ハマースのもの［NAB, H(N.N.)_58］では、署名でハマースが先となってい

る。また、地名としてナーブルスと表記される。 
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資料１０ 統一指導部・ハマース合同声明・1992 年 12 月 20 日 

 

慈悲深く慈愛あまねきアッラーの御名において 

いやいや、我らが真理を掴んで虚偽にはっしと投げつければ、向う

はたちまち頭を割られて、たちまちにして滅び去る。**1 

インティファーダの声より高き声なし 

追放者たちの呼びかけ 

 

わが人民全体の権利に対する直近の出来事とイスラエルの不正な行為、特にイスラーム

抵抗運動（ハマース）に対する現在の攻撃、そして占領地ガザ地区の住民に対する孤立封

鎖と数千人の逮捕、闘争的な我がパレスチナ人民の息子たち数百人の追放、イスラエル軍

が市民に向けて乱射して 6 人が死亡し、数十人が負傷したハーン・ユーニスの人民に対す

るおぞましい虐殺行為。我々はラビンとそのファシスト政権、骨を砕く政策の立案者にし

て、わが人民の子供たちの殺害者、集団追放政策の統括者に、〔これらの事態の〕全責任

があると考え、国際法廷で戦争犯罪として裁かれることを望む。 

 

備えある人民よ 

統一指導部〔Q.W.M〕とハマースのあいだで、歩みを統一し、追放された同胞の帰還と

占領への力強い抵抗を筆頭としたジハードをあらゆる形で強化する調整がなされた。 

これに基づいて、我々はパレスチナの大衆に、そのすべての派閥と党派で次の行動を求

める。 

１．統一指導部とハマースが過去に呼びかけたゼネストの中止と、ストの日程の全面闘争

の日への転換 

２．国際赤十字の事務所、特に我々の国の首都であるエルサレムにある中央事務所での公

開ストの宣言 

３．追放者と逮捕者に連帯する行進とデモを、占領された故郷全土で実施 

４．我々は「攻撃軍」（al-Qūwāt al-Ḍāriba）と「前衛部隊」（al-Sawā‘id al-Rāmiya）に、抑

圧的な占領軍兵士の靴の下の大地を燃えがらせるための統一行動に向けた調整を呼び

かける。 

５．我々は追放された我々の同胞の受け入れを拒否したレバノン政府の立場を歓迎する。

占領軍が我が同胞を武器による威嚇のもとにレバノン領へと追い立てることを防ぐた

めに、人間の堤防を打ち立てることを、レバノン大衆とパレスチナ大衆に呼びかける。 

６．追放され、逮捕された同胞に行動的に連帯することを人民に呼びかける。我々は人民

のスムードを歓迎し、その忍耐とジハードを祝福しつつ、闘争的な我らが同胞を追放

する政策に対して非難と拒絶を示した世界やアラブ、イスラーム、国際〔社会〕の立

場を評価する。 
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「アッラーは偉大なり、アッラーに栄光あれ」 

「戦う人民のインティファーダよ永遠なれ」 

インティファーダ統一民族指導部        イスラーム抵抗運動 (ハマース) 

パレスチナ国家 日曜日 

ヒジュラ暦 1423 年ジュマーダー・アーハル月 26 日 西暦 1992 年 12 月 20 日 

 

（出所）NAB, H(N.N.)_105; UNL(N.N.)_71 

**1 クルアーン「預言者」章第 18 節。ハマース憲章の第 3 条に同じ個所の引用

がある。翻訳は井筒俊彦によるものに依拠した。 
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